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(57)【要約】
　傾斜屋根などの、傾斜支持面上で複数の光電池モジュ
ールを支持するための装着システムが本明細書に開示さ
れる。装着システムは、１つまたは複数の支持面取付装
置であって、各々が１つまたは複数の光電池モジュール
を支持面に取り付けるように構成される支持面取付装置
と、１つまたは複数のモジュール結合装置であって、各
々が複数の光電池モジュールを互いに結合するように構
成されるモジュール結合装置とを含み得る。
【選択図】図２９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持面取付装置において、前記支持面取付装置が１つまたは複数の光電池モジュールを
支持面に取り付けるように構成され、前記支持面取付装置が、
　支持面に取り付けられるように構成された基部組立体と、
　１つまたは複数の光電池モジュールに係合するように構成されたクランプ組立体であっ
て、前記クランプ組立体が下部クランプ部材と上部クランプ部材とを含み、前記上部クラ
ンプ部材が締結部材により前記下部クランプ部材に接続され、前記下部クランプ部材が、
前記下部クランプ部材に配置された１つまたは複数の第１の歯部を含み、かつ前記上部ク
ランプ部材が、前記上部クランプ部材に配置された１つまたは複数の第２の歯部を含み、
前記下部クランプ部材における前記１つまたは複数の第１の歯部は、前記１つまたは複数
の光電池モジュールが前記クランプ組立体の第１の側に枢動可能に内設されるときに前記
１つまたは複数の光電池モジュールの１つまたは複数の光電池モジュールフレームを受け
入れるための前記上部クランプ部材と前記下部クランプ部材との間の最小限の隙間を維持
するために、前記締結具が締め付けられたときに前記上部クランプ部材における前記１つ
または複数の第２の歯部に係合するように構成される、クランプ組立体とを備え、
　前記クランプ組立体は、前記１つまたは複数の光電池モジュールが前記支持面に取り付
けられるときに調節を可能にするために、前記基部組立体に対して適所に固定されるより
も先に前記基部組立体の長さに沿って選択的に位置決めされることが可能であることを特
徴とする支持面取付装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、前記クランプ組立体の前記上部クランプ部
材が、前記１つまたは複数の光電池モジュールを接地するための接合クリップの一部分を
受け入れるための１つまたは複数の溝を備えることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、前記クランプ組立体の前記上部クランプ部
材と前記下部クランプ部材との間に配置されたばね部材を更に備え、前記ばね部材が、前
記クランプ組立体内への前記１つまたは複数の光電池モジュールの設置を容易にするため
に前記クランプ組立体を開いた状態に保持するように構成され、かつ前記ばね部材が更に
、前記上部クランプ部材と前記下部クランプ部材との間の前記最小限の隙間を維持しなが
ら前記クランプ組立体が前記基部組立体上にしっかりと固定されることを可能にするよう
に構成されることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、前記締結部材にねじ結合された支柱ナット
を更に備え、前記支柱ナットは、前記締結部材が締め付けられたときに前記クランプ組立
体を前記基部組立体に対して適所に固定するように構成されることを特徴とする支持面取
付装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の支持面取付装置において、前記締結部材が、前記支柱ナットの向きを
表示するために前記締結部材の頭部分に形成された視覚的表示線を備えることを特徴とす
る支持面取付装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、前記クランプ組立体の前記上部クランプ部
材および前記下部クランプ部材を前記基部組立体に結合する滑動部材を更に備え、前記滑
動部材は、前記クランプ組立体が前記基部組立体に対して適所に固定されるよりも先に前
記基部組立体の前記長さに沿って選択的に位置決めされることを可能にするために、前記
基部組立体に対して摺動するように構成されることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項７】
　請求項６に記載の支持面取付装置において、前記滑動部材が、前記滑動部材の外側に形
成された１つまたは複数の凸部または溝を備え、前記１つまたは複数の凸部または溝が、
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前記基部組立体に対する前記クランプ組立体の高さを表示する視覚的インジケータとして
の役割を果たしかつ／または前記１つまたは複数の光電池モジュールの設置の際に白墨線
を保持するための手段としての役割を果たすように構成されることを特徴とする支持面取
付装置。
【請求項８】
　請求項６に記載の支持面取付装置において、前記クランプ組立体の前記上部クランプ部
材および前記下部クランプ部材が、前記滑動部材に対して共に回転するように構成され、
かつ前記基部組立体の直立した基部部材が、前記支持面に対して回転するように構成され
、これにより、前記滑動部材に対する前記上部クランプ部材および前記下部クランプ部材
の前記回転ならびに前記支持面取付装置の水切り部材に対する前記基部組立体の前記直立
した基部部材の前記回転によって、前記クランプ組立体の短手方向位置が設置者により調
節されることが可能となることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項９】
　請求項６に記載の支持面取付装置において、前記クランプ組立体の前記下部クランプ部
材が、前記下部クランプ部材の底面に配置された１つまたは複数のリッジを備え、前記１
つまたは複数のリッジは、設置者により前記締結部材が締め付けられたときに前記クラン
プ組立体の前記上部クランプ部材および前記下部クランプ部材が前記滑動部材に対して回
転するのを防ぐために、前記下部クランプ部材と前記滑動部材との摩擦係合を高めるよう
に構成されることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項１０】
　請求項６に記載の支持面取付装置において、前記基部組立体が、直立した基部部材を含
み、前記直立した基部部材が、前記滑動部材の１つまたは複数の嵌合凸部および１つまた
は複数の嵌合溝と係合するための１つまたは複数の嵌合溝および１つまたは複数の嵌合凸
部を備え、前記直立した基部部材の前記１つまたは複数の嵌合溝および嵌合凸部と滑動部
材の前記１つまたは複数の嵌合溝および嵌合凸部との選択された係合により、前記１つま
たは複数の光電池モジュールが前記支持面に取り付けられるときに垂直方向の調節を可能
にするために、前記クランプ組立体が、前記基部組立体に対して適所に固定されるよりも
先に前記基部組立体に対して所定の高さで選択的に位置決めされることが可能となること
を特徴とする支持面取付装置。
【請求項１１】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、前記クランプ組立体の前記上部クランプ部
材が、下方に突出する第１の部材と、前記下方に突出する第１の部材から隙間により離間
した下方に突出する第２の部材とを備え、前記下方に突出する第２の部材は前記下方に突
出する第１の部材よりも長さが短く、かつ前記下方に突出する第２の部材が、スカート部
材に対する当接面を提供するように構成されることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項１２】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、前記クランプ組立体の前記下部クランプ部
材が、スカート部材の１つまたは複数の嵌合凸部および１つまたは複数の嵌合溝と係合す
るための１つまたは複数の嵌合溝および１つまたは複数の嵌合凸部を備えることを特徴と
する支持面取付装置。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の支持面取付装置において、前記下部クランプ部材における前記１つ
または複数の嵌合凸部は、設置の際に前記スカート部材が上方から前記クランプ組立体に
挿入されることを可能にするために、かつ前記スカート部材の前記設置後に前記スカート
部材が前記クランプ組立体から外れるのを防止するために、上方に傾斜していることを特
徴とする支持面取付装置。
【請求項１４】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、前記クランプ組立体の前記上部クランプ部
材が、下方に延びる１対のリップ部分を前記上部クランプ部材の頂部部分の互いに対向す
る両側に備え、前記下方に延びる１対のリップ部分の第１のリップ部分は、前記１つまた
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は複数の光電池モジュールが前記クランプ組立体の前記第１の側に枢動可能に内設される
ことを容易にするために、前記下方に延びる１対のリップ部分の第２のリップ部分よりも
長いことを特徴とする支持面取付装置。
【請求項１５】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、前記クランプ組立体の前記下部クランプ部
材が、前記クランプ組立体の前記第１の側から外方に延びる上向きテーパ状レッジを備え
、前記上向きテーパ状レッジが、前記１つまたは複数の光電池モジュールの前記１つまた
は複数の光電池モジュールフレームを支持するように構成され、かつ前記上向きテーパ状
レッジは、前記１つまたは複数の光電池モジュールが枢動可能に設置された後に前記クラ
ンプ組立体内に前記１つまたは複数の光電池モジュールを確実に保持するために前記１つ
または複数の光電池モジュールの前記１つまたは複数の光電池モジュールフレームに対し
て圧縮力を加えるためのばねとして機能するように構成されることを特徴とする支持面取
付装置。
【請求項１６】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、前記基部組立体が直立した基部部材を含み
、前記直立した基部部材が垂直方向に離間した１対の底壁部分を含み、前記垂直方向に離
間した１対の底壁部分の第１の底壁部分が第１の開口を備え、かつ前記垂直方向に離間し
た１対の底壁部分の第２の底壁部分が第２の開口を備え、前記直立した基部部材の前記第
１の開口および前記第２の開口は、締結具開口が前記支持面よりも上方に位置するように
前記水切り部材に配置されることを可能にし、それにより、前記支持面取付装置の耐漏水
性をより高めることができるように、水切り部材の隆起部分を内部に受け入れるように構
成されることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の支持面取付装置において、前記基部組立体の前記直立した基部部材
が１つまたは複数の基部フランジ部分を更に備え、前記１つまたは複数の基部フランジ部
分が、前記基部フランジ部分を貫通して配置された１つまたは複数の装着開口を有し、前
記１つまたは複数の装着開口が、前記直立した基部部材を前記支持面にしっかりと固定す
るための１つまたは複数の締結具を受け入れるように構成されることを特徴とする支持面
取付装置。
【請求項１８】
　請求項１６に記載の支持面取付装置において、前記直立した基部部材の底面が、前記底
面に配置された１つまたは複数のリッジを備え、前記１つまたは複数のリッジは、設置者
により基部締結部材が締め付けられたときに前記直立した基部部材が前記水切り部材に対
して回転するのを防止するために、前記直立した基部部材と前記水切り部材との摩擦係合
を高めるように構成されることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の支持面取付装置において、前記直立した基部部材の前記底面に配置
された前記１つまたは複数のリッジが、追加的に、前記直立した基部部材が前記支持面に
対して直接装着されたときにシーリングテープを捕捉して保持するように構成されること
を特徴とする支持面取付装置。
【請求項２０】
　請求項１６に記載の支持面取付装置において、前記直立した基部部材の頂面が、前記１
つまたは複数の光電池モジュールの１つまたは複数の列の設置を容易にするように構成さ
れた１つまたは複数の視覚的設置案内マークを備えることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項２１】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、前記基部組立体の直立した基部部材および
前記水切り部材を前記支持面に取り付けるための基部締結部材を受け入れるように構成さ
れた締結具開口を有する前記水切り部材を更に備え、前記締結具開口は、水が前記締結具
開口を通過するのを防止するために、前記水切り部材の隆起位置を貫通して配置されるこ
とを特徴とする支持面取付装置。
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【請求項２２】
　請求項２１に記載の支持面取付装置において、前記基部締結部材の頭部と前記水切り部
材の前記隆起位置の頂縁との間に配置されるように構成されたシーリングワッシャを更に
備え、前記シーリングワッシャが、第１の材料から形成された上部部分と、第２の材料か
ら形成された下部部分とを含み、前記第１の材料は、前記シーリングワッシャが前記水切
り部材における前記締結具開口に入るのを防止するために前記シーリングワッシャの前記
下部部分を形成する前記第２の材料の変形を抑制する前記シーリングワッシャの前記上部
部分を形成することを特徴とする支持面取付装置。
【請求項２３】
　請求項２２に記載の支持面取付装置において、前記シーリングワッシャの前記下部部分
が、前記水切り部材の前記隆起部分の前記頂縁に密着係合するために、かつ前記シーリン
グワッシャの前記下部部分を形成する前記第２の材料が前記水切り部材における前記締結
具開口に入るのを防止するために、テーパ状底面を更に備えることを特徴とする支持面取
付装置。
【請求項２４】
　請求項２１に記載の支持面取付装置において、前記水切り部材の前記隆起部分が周方向
レッジ部分を備え、前記水切り部材の前記隆起部分の前記周方向レッジ部分の頂面は、前
記基部組立体の前記直立した基部部材が前記水切り部材に組み付けられたときに、前記隆
起部分の上部セクションの頂縁が前記直立した基部部材の高棚部の頂面よりも実質的に上
方に突出しないように、前記周方向レッジ部分よりも上方に配置される前記水切り部材の
前記隆起部分の前記上部セクションの高さを調整するように構成されることを特徴とする
支持面取付装置。
【請求項２５】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、前記クランプ組立体を前記基部組立体に結
合する片持ち状装着アームを更に備え、前記片持ち状装着アームは、前記クランプ組立体
が前記基部組立体から水平方向にずらされることが可能であり、それにより、前記１つま
たは複数の光電池モジュールの１つまたは複数の縁部が、前記基部組立体を受容できない
前記支持面の領域よりも上方に配置されることを可能にするために、前記クランプ組立体
を前記基部組立体から片持ち状に支持するように構成されることを特徴とする支持面取付
装置。
【請求項２６】
　請求項２５に記載の支持面取付装置において、前記基部組立体を受容することができな
い前記支持面の前記領域が屋根リッジのまたは屋根リッジ付近の箇所を含み、かつ前記片
持ち状装着アームは、１つまたは複数の追加の光電池モジュールが前記屋根リッジに近接
して設置されることを可能にすることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項２７】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、光電池システムの電装補機を前記基部組立
体の直立した基部部材に装着するように構成された電装補機ブラケットを更に備え、前記
電装補機ブラケットが、前記電装補機ブラケットを前記直立した基部部材に取り付けるよ
うに構成された少なくとも１つのフランジ部分を備え、前記電装補機ブラケットが、前記
電装補機を前記電装補機ブラケットに取り付けるための１つまたは複数の装着開口を備え
るブラケット基部部分を更に備えることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項２８】
　請求項２７に記載の支持面取付装置において、前記電装補機ブラケットの前記少なくと
も１つのフランジ部分は、前記基部組立体の前記直立した基部部材が前記１つまたは複数
の電線の配線を妨げずに前記電装補機への１つまたは複数の電線の接続を容易にするため
に、前記ブラケット基部部分の中央位置から前記ブラケット基部部分の幅方向にずらされ
ることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項２９】
　請求項２７に記載の支持面取付装置において、前記電装補機ブラケットの前記ブラケッ
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ト基部部分が、種々の電装補機を受容するように前記ブラケット基部部分に形成された複
数のスロットを備え、かつ前記電装補機ブラケットの前記少なくとも１つのフランジ部分
が、接地ラグを受容するように前記フランジ部分に形成された少なくとも１つの開口を備
えることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項３０】
　請求項１に記載の支持面取付装置において、光電池システムの電線用導管を前記基部組
立体の直立した基部部材に装着するように構成された導管装着部材を更に備え、前記導管
装着部材が、前記導管装着部材を前記直立した基部部材に取り付けるための１つまたは複
数の装着開口を備える固定部分を含み、前記導管装着部材が、前記固定部分に接続された
導管装着部分を更に備え、前記導管装着部分が、前記電線用導管を前記導管装着部材に取
り付けるための１つまたは複数の固定開口を備えることを特徴とする支持面取付装置。
【請求項３１】
　１つまたは複数の光電池モジュールを１つまたは複数の他の光電池モジュールに取り付
けるように構成された結合装置において、前記結合装置が、
　下部結合部材の側面から外方に延びる少なくとも１つのレッジを含む下部結合部材であ
って、前記下部結合部材に配置された１つまたは複数の第１の歯部を更に含む下部結合部
材と、
　上部結合部材から外方に延びる少なくとも１つのフランジ部分を含む上部結合部材であ
って、前記上部結合部材が、前記上部結合部材に配置された１つまたは複数の第２の歯部
を更に含み、前記上部結合部材が少なくとも１つの締結装置により前記下部結合部材に調
節可能に接続され、前記下部結合部材における前記１つまたは複数の第１の歯部は、前記
１つまたは複数の光電池モジュールが前記クランプ組立体の第１の側に枢動可能に内設さ
れるときに前記１つまたは複数の光電池モジュールの１つまたは複数の光電池モジュール
フレームを受け入れるための前記上部結合部材と前記下部結合部材との間の最小限の隙間
を維持するために、前記少なくとも１つの締結装置が締め付けられたときに前記下部結合
部材における前記１つまたは複数の第２の歯部に係合するように構成される、上部結合部
材とを備え、
　前記１つまたは複数の他の光電池モジュールが、前記下部結合部材の前記少なくとも１
つのレッジと前記上部結合部材の前記少なくとも１つのフランジ部分との間にクランプさ
れるように構成されることを特徴とする結合装置。
【請求項３２】
　請求項３１に記載の結合装置において、前記上部結合部材の前記少なくとも１つのフラ
ンジ部分が、前記フランジ部分を貫通して配置された離間した複数の開口を備え、かつ前
記少なくとも１つの締結装置が第１の締結装置と第２の締結装置とを備え、前記離間した
複数の開口の第１の開口が、前記第１の締結装置を受け入れるための締結具孔を備え、か
つ前記離間した複数の開口の前記第２の開口が、前記第２の締結装置を受け入れるための
締結具スロットを備え、前記締結具スロットが、前記第１の締結装置と前記第２の締結装
置の他方を締め付けるよりも先に前記第１の締結装置と前記第２の締結装置の一方を締め
付けることを可能にするために間隙を提供することを特徴とする結合装置。
【請求項３３】
　請求項３２に記載の結合装置において、前記上部結合部材の前記少なくとも１つのフラ
ンジ部分が、前記離間した複数の開口の前記第１の開口と前記離間した複数の開口の前記
第２の開口との間に配置された中央スロットを備え、前記中央スロットは、前記結合装置
が、前記１つまたは複数の光電池モジュールを支持面に取り付けるための前記支持面取付
装置の基部組立体と共に使用されることが可能であるように、前記結合装置を支持面取付
装置の滑動部材に接続するための締結部材を受け入れるように構成されることを特徴とす
る結合装置。
【請求項３４】
　請求項３１に記載の結合装置において、前記上部結合部材の前記少なくとも１つのフラ
ンジ部分の頂面が、前記結合装置内に前記１つまたは複数の光電池モジュールを装着する
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位置的制限を表示するための１つまたは複数の視覚的設置案内マークを備えることを特徴
とする結合装置。
【請求項３５】
　請求項３１に記載の結合装置において、前記下部結合部材が、スカート部材の１つまた
は複数の嵌合凸部および１つまたは複数の嵌合溝と係合するための１つまたは複数の嵌合
溝および１つまたは複数の嵌合凸部を備えることを特徴とする結合装置。
【請求項３６】
　請求項３５に記載の結合装置において、前記下部結合部材の前記１つまたは複数の嵌合
凸部は、設置者により前記少なくとも１つの締結装置が締め付けられるよりも先に前記結
合装置が前記スカート部材と係合した状態にあることが可能であるように、上向きと下向
きが交互になるように配置された複数の嵌合凸部を含むことを特徴とする結合装置。
【請求項３７】
　請求項３１に記載の結合装置において、前記下部結合部材が、前記１つまたは複数の光
電池モジュールから水を排出するように前記下部結合部材に形成された１つまたは複数の
排水樋部を備えることを特徴とする結合装置。
【請求項３８】
　１つまたは複数の光電池モジュールを接地するように構成された接合クリップにおいて
、前記接合クリップが、
　第１の表面と、前記第１の表面に対向して配置された第２の表面とを有するクリップ本
体部分であって、前記クリップ本体部分が複数の突出部材を更に含み、前記複数の突出部
材の少なくとも１つが前記第１の表面から第１の方向に外方に突出し、かつ前記複数の突
出部材の少なくとも別の突出部材が前記第２の表面から第２の方向に外方に突出し、前記
第１の方向が前記第２の方向とはほぼ反対方向である、クリップ本体部分と、
　前記クリップ本体部分に接続された１つまたは複数のクリップ取付部分であって、前記
接合クリップが装着される対象物に前記接合クリップを取り付けるように構成された１つ
または複数のクリップ取付部分と
を備えることを特徴とする接合クリップ。
【請求項３９】
　請求項３８に記載の接合クリップにおいて、前記複数の突出部材が、前記クリップ本体
部分の長さに沿って略千鳥状に配設されることを特徴とする接合クリップ。
【請求項４０】
　請求項３８に記載の接合クリップにおいて、前記クリップ本体部分が、前記クリップ本
体部分に形成される折り目を全く含まない平板の形態であることを特徴とする接合クリッ
プ。
【請求項４１】
　請求項３８に記載の接合クリップにおいて、前記１つまたは複数のクリップ取付部分が
複数の折曲げタブ部材を備え、前記複数の折曲げタブ部材が、前記対象物における溝と係
合するように構成されることを特徴とする接合クリップ。
【請求項４２】
　請求項３８に記載の接合クリップにおいて、前記１つまたは複数のクリップ取付部分が
１対のフランジ部材を備え、前記１対のフランジ部材の各々が前記クリップ本体部分の対
向する端部に配置され、かつ前記接合クリップが前記対象物に設置されたときに、設置者
が前記接合クリップの設置状態を確認することが可能であるように、前記１対のフランジ
部材の各々の頂部部分が前記設置者に見える状態であることを特徴とする接合クリップ。
【請求項４３】
　光電池システムの１つまたは複数の動力補機を１つまたは複数の光電池モジュールの１
つまたは複数のフレームに取り付けるように構成された動力補機ブラケットにおいて、前
記動力補機ブラケットが、
　第１の側と、前記第１の表面に対向して配置された第２の側とを有するブラケット本体
部分と、
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　前記ブラケット本体部分の前記第１の側に配置された第１の複数の歯部であって、前記
１つまたは複数の光電池モジュールの前記１つまたは複数のフレームに係合するように構
成される第１の複数の歯部と、
　前記ブラケット本体部分の前記第２の側に配置された第２の複数の歯部であって、前記
１つまたは複数の動力補機の１つまたは複数の装着部材に係合するように構成される第２
の複数の歯部とを備え、
　前記動力補機ブラケットが、前記１つまたは複数の光電池モジュールを前記１つまたは
複数の動力補機に電気的に接合するように構成されることを特徴とする動力補機ブラケッ
ト。
【請求項４４】
　請求項４３に記載の動力補機ブラケットにおいて、前記第１の複数の歯部と前記第２の
複数の歯部の少なくとも一方が、前記電気的な接合をもたらすようにかつ複数の異なる光
電池モジュールフランジの寸法を受容するように、前記ブラケット本体部分の底面よりも
下方に延びることを特徴とする動力補機ブラケット。
【請求項４５】
　請求項４３に記載の動力補機ブラケットにおいて、前記ブラケット本体部分が、前記ブ
ラケット本体を貫通して配置された少なくとも１つの装着開口を備え、前記少なくとも１
つの装着開口は、前記動力補機ブラケットが２つの異なる向きで位置決めされることを可
能にすることにより複数の異なる光電池モジュールフランジの寸法を受容するように、前
記ブラケット本体部分の中央位置から前記ブラケット本体部分の幅方向にずらされること
を特徴とする動力補機ブラケット。
【請求項４６】
　請求項４５に記載の動力補機ブラケットにおいて、前記ブラケット本体部分が、１つま
たは複数の動力補機の１つまたは複数の構成部品を受容するように前記ブラケット本体部
分に形成された少なくとも１つの追加の開口を備えることを特徴とする動力補機ブラケッ
ト。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本特許出願は、２０１６年３月１１日に出願された、「Ｓｌｏｐｅｄ　Ｒｏｏｆ　Ｓｏ
ｌａｒ　Ｐａｎｅｌ　Ｍｏｕｎｔｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ」という表題の米国非仮特許出願
第１５／０６８，３７０号明細書の優先権を主張するものであり、この非仮特許出願は、
２０１５年３月１１日に出願された、「Ｓｌｏｐｅｄ　Ｒｏｏｆ　Ｓｏｌａｒ　Ｐａｎｅ
ｌ　Ｍｏｕｎｔｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ」という表題の米国仮特許出願第６２／１３１，７
４３号明細書の利益を主張するとともに、２０１５年７月１４日に出願された、「Ｓｌｏ
ｐｅｄ　Ｒｏｏｆ　Ｓｏｌａｒ　Ｐａｎｅｌ　Ｍｏｕｎｔｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ」という
表題の米国仮特許出願第６２／１９２，５２９号明細書の利益を更に主張し、これら明細
書の各々の開示内容は、全体が本明細書に記載されているかの如く参照により本明細書に
援用される。
【０００２】
連邦政府資金による研究開発の記載
　該当なし。
【０００３】
共同研究契約の当事者の名称
　該当なし。
【０００４】
コンパクトディスクで提出された資料の参照による援用
　該当なし。
【背景技術】
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【０００５】
　本発明の分野は、概して、装着システムに関し、より詳細には、例えば、傾斜した建物
屋上などの、傾斜支持面上に光電池モジュールまたはパネルを装着するための支持組立体
および装着システムに関する。
【０００６】
　垂木または屋根支持部材に取り付き、レールまたは支柱を使用せず、かつユニバーサル
である傾斜屋根用太陽光パネル装着システムが必要である。
【０００７】
　太陽光パネルは、建物構造に風や雪の荷重を分散させるために屋根および下地構造にし
っかりと固定されなければならない。レールを使用しないいくつかの装着システムは、屋
根下地に取り付くが、垂木の間隔がモジュールの長さと異なるので屋根垂木には取り付か
ない。
【０００８】
　レールおよび支柱は、所定の長さに切断しなければならない長尺の押出型材またはロー
ル成形した鋼帯であり、余分な材料を使用し、製造コストがかさみ、かつ輸送コストが高
い。それゆえ、レールまたは支柱を使用しない装着システムが求められる。
【０００９】
　装着システムを受容する特注の輪郭を有するレールを備えたモジュールを購入する必要
があるのではなく、設置者の好みのモジュールを選択する自由度を設置者に与える、市販
の任意の太陽光モジュールに装着するシステムが必要である。
【発明の概要】
【００１０】
　よって、本発明は、関連技術の限界および欠陥に起因する１つまたは複数の問題を実質
的に取り除く傾斜屋根用太陽光パネル装着システムを対象とする。
【００１１】
　本発明の１つまたは複数の実施形態によれば、支持面取付装置が提供され、支持面取付
装置は、１つまたは複数の光電池モジュールを支持面に取り付けるように構成される。支
持面取付装置は、支持面に取り付けられるように構成された基部組立体と、１つまたは複
数の光電池モジュールに係合するように構成されたクランプ組立体であって、クランプ組
立体が下部クランプ部材と上部クランプ部材とを含み、上部クランプ部材が締結部材によ
り下部クランプ部材に接続され、下部クランプ部材が、下部クランプ部材に配置された１
つまたは複数の第１の歯部を含み、かつ上部クランプ部材が、上部クランプ部材に配置さ
れた１つまたは複数の第２の歯部を含み、下部クランプ部材における１つまたは複数の第
１の歯部は、１つまたは複数の光電池モジュールがクランプ組立体の第１の側に枢動可能
に内設されるときに１つまたは複数の光電池モジュールの１つまたは複数の光電池モジュ
ールフレームを受け入れるための上部クランプ部材と下部クランプ部材との間の最小限の
隙間を維持するために、締結具が締め付けられたときに上部クランプ部材における１つま
たは複数の第２の歯部に係合するように構成される、クランプ組立体とを含む。クランプ
組立体は、１つまたは複数の光電池モジュールが支持面に取り付けられるときに調節を可
能にするために、基部組立体に対して適所に固定されるよりも先に基部組立体の長さに沿
って選択的に位置決めされることが可能である。
【００１２】
　本発明の更なる実施形態において、クランプ組立体の上部クランプ部材は、１つまたは
複数の光電池モジュールを接地するための接合クリップの一部分を受け入れるための１つ
または複数の溝を備える。
【００１３】
　なお更なる実施形態において、支持面取付装置は、クランプ組立体の上部クランプ部材
と下部クランプ部材との間に配置されたばね部材を更に備え、ばね部材は、クランプ組立
体内への１つまたは複数の光電池モジュールの設置を容易にするためにクランプ組立体を
開いた状態に保持するように構成され、かつばね部材は更に、上部クランプ部材と下部ク
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ランプ部材との間の最小限の隙間を維持しながらクランプ部材が基部組立体上にしっかり
と固定されることを可能にするように構成される。
【００１４】
　なお更なる実施形態において、支持面取付装置は、締結部材にねじ結合された支柱ナッ
トを更に備え、支柱ナットは、締結部材が締め付けられたときにクランプ組立体を基部組
立体に対して適所に固定するように構成される。
【００１５】
　なお更なる実施形態において、締結部材は、支柱ナットの向きを表示するために締結部
材の頭部分に形成された視覚的表示線を備える。
【００１６】
　なお更なる実施形態において、支持面取付装置は、クランプ組立体の上部クランプ部材
および下部クランプ部材を基部組立体に結合する滑動部材を更に備え、滑動部材は、クラ
ンプ組立体が基部組立体に対して適所に固定されるよりも先に基部組立体の長さに沿って
選択的に位置決めされることを可能にするために、基部組立体に対して摺動するように構
成される。
【００１７】
　なお更なる実施形態において、滑動部材は、滑動部材の外側に形成された１つまたは複
数の凸部または溝を備え、１つまたは複数の凸部または溝は、基部組立体に対するクラン
プ組立体の高さを表示する視覚的インジケータとしての役割を果たしかつ／または１つま
たは複数の光電池モジュールの設置の際に白墨線を保持するための手段としての役割を果
たすように構成される。
【００１８】
　なお更なる実施形態において、クランプ組立体の上部クランプ部材および下部クランプ
部材は、滑動部材に対して共に回転するように構成され、かつ基部組立体の直立した基部
部材は、支持面に対して回転するように構成され、これにより、滑動部材に対する上部ク
ランプ部材および下部クランプ部材の回転ならびに支持面取付装置の水切り部材に対する
基部組立体の直立した基部部材の回転によって、クランプ組立体の短手方向位置が設置者
により調節されることが可能となる。
【００１９】
　なお更なる実施形態において、クランプ組立体の下部クランプ部材は、下部クランプ部
材の底面に配置された１つまたは複数のリッジを備え、１つまたは複数のリッジは、設置
者により締結部材が締め付けられたときにクランプ組立体の上部クランプ部材および下部
クランプ部材が滑動部材に対して回転するのを防ぐために、下部クランプ部材と滑動部材
との摩擦係合を高めるように構成される。
【００２０】
　なお更なる実施形態において、基部組立体は、直立した基部部材を含み、直立した基部
部材は、滑動部材の１つまたは複数の嵌合凸部および１つまたは複数の嵌合溝と係合する
ための１つまたは複数の嵌合溝および１つまたは複数の嵌合凸部を備え、直立した基部部
材の１つまたは複数の嵌合溝および嵌合凸部と滑動部材の１つまたは複数の嵌合溝および
嵌合凸部との選択された係合により、１つまたは複数の光電池モジュールが支持面に取り
付けられるときに垂直方向の調節を可能にするために、クランプ組立体が、基部組立体に
対して適所に固定されるよりも先に基部組立体に対して所定の高さで選択的に位置決めさ
れることが可能となる。
【００２１】
　なお更なる実施形態において、クランプ組立体の上部クランプ部材は、下方に突出する
第１の部材と、下方に突出する第１の部材から隙間により離間した下方に突出する第２の
部材とを備え、下方に突出する第２の部材は下方に突出する第１の部材よりも長さが短く
、かつ下方に突出する第２の部材は、スカート部材に対する当接面を提供するように構成
される。
【００２２】
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　なお更なる実施形態において、クランプ組立体の下部クランプ部材は、スカート部材の
１つまたは複数の嵌合凸部および１つまたは複数の嵌合溝と係合するための１つまたは複
数の嵌合溝および１つまたは複数の嵌合凸部を備える。
【００２３】
　なお更なる実施形態において、下部クランプ部材における１つまたは複数の嵌合凸部は
、設置の際にスカート部材が上方からクランプ組立体に挿入されることを可能にするため
に、かつスカート部材の設置後にスカート部材がクランプ組立体から外れるのを防止する
ために、上方に傾斜している。
【００２４】
　なお更なる実施形態において、クランプ組立体の上部クランプ部材は、下方に延びる１
対のリップ部分を上部クランプ部材の頂部部分の互いに対向する両側に備え、１つまたは
複数の光電池モジュールがクランプ組立体の第１の側に枢動可能に内設されることを容易
にするために、下方に延びる１対のリップ部分の第１のリップ部分が下方に延びる１対の
リップ部分の第２のリップ部分よりも長い。
【００２５】
　なお更なる実施形態において、クランプ組立体の下部クランプ部材は、クランプ組立体
の第１の側から外方に延びる上向きテーパ状レッジを備え、上向きテーパ状レッジは、１
つまたは複数の光電池モジュールの１つまたは複数の光電池モジュールフレームを支持す
るように構成され、かつ上向きテーパ状レッジは、１つまたは複数の光電池モジュールが
枢動可能に設置された後にクランプ組立体内に１つまたは複数の光電池モジュールを確実
に保持するために１つまたは複数の光電池モジュールの１つまたは複数の光電池モジュー
ルフレームに対して圧縮力を加えるためのばねとして機能するように構成される。
【００２６】
　なお更なる実施形態において、基部組立体は直立した基部部材を含み、直立した基部部
材は垂直方向に離間した１対の底壁部分を含み、垂直方向に離間した１対の底壁部分の第
１の底壁部分は第１の開口を備え、かつ垂直方向に離間した１対の底壁部分の第２の底壁
部分は第２の開口を備え、直立した基部部材の第１の開口および第２の開口は、締結具開
口が支持面よりも上方に位置するように水切り部材に配置されることを可能にし、それに
より、支持面取付装置の耐漏水性をより高めることができるように、水切り部材の隆起部
分を内部に受け入れるように構成される。
【００２７】
　なお更なる実施形態において、基部組立体の直立した基部部材は１つまたは複数の基部
フランジ部分を更に備え、１つまたは複数の基部フランジ部分は、基部フランジ部分を貫
通して配置された１つまたは複数の装着開口を有し、１つまたは複数の装着開口は、直立
した基部部材を支持面にしっかりと固定するための１つまたは複数のそれぞれの締結具を
受け入れるように構成される。
【００２８】
　なお更なる実施形態において、直立した基部部材の底面は、底面に配置された１つまた
は複数のリッジを備え、１つまたは複数のリッジは、設置者により基部締結部材が締め付
けられたときに直立した基部部材が水切り部材に対して回転するのを防止するために、直
立した基部部材と水切り部材との摩擦係合を高めるように構成される。
【００２９】
　なお更なる実施形態において、直立した基部部材の底面に配置された１つまたは複数の
リッジは、追加的に、直立した基部部材が支持面に対して直接装着されたときにシーリン
グテープを捕捉して保持するように構成される。
【００３０】
　なお更なる実施形態において、直立した基部部材の頂面は、１つまたは複数の光電池モ
ジュールの１つまたは複数の列の設置を容易にするように構成された１つまたは複数の視
覚的設置案内マークを備える。
【００３１】
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　なお更なる実施形態において、支持面取付装置は、基部組立体の直立した基部部材およ
び水切り部材を支持面に取り付けるための基部締結部材を受け入れるように構成された締
結具開口を有する水切り部材を更に備え、締結具開口は、水が締結具開口を通過するのを
防止するために、水切り部材の隆起位置を貫通して配置される。
【００３２】
　なお更なる実施形態において、支持面取付装置は、基部締結部材の頭部と水切り部材の
隆起位置の頂縁との間に配置されるように構成されたシーリングワッシャを更に備え、シ
ーリングワッシャは、第１の材料から形成された上部部分と、第２の材料から形成された
下部部分とを含み、第１の材料は、シーリングワッシャが水切り部材における締結具開口
に入るのを防止するためにシーリングワッシャの下部部分を形成する第２の材料の変形を
抑制するシーリングワッシャの上部部分を形成する。
【００３３】
　なお更なる実施形態において、シーリングワッシャの下部部分は、水切り部材の隆起部
分の頂縁に密着係合するために、かつシーリングワッシャの下部部分を形成する第２の材
料が水切り部材における締結具開口に入るのを防止するために、テーパ状底面を更に備え
る。
【００３４】
　なお更なる実施形態において、水切り部材の隆起部分は周方向レッジ部分を備え、水切
り部材の隆起部分の周方向レッジ部分の頂面は、基部組立体の直立した基部部材が水切り
部材に組み付けられたときに、隆起部分の上部セクションの頂縁が直立した基部部材の高
棚部の頂面よりも実質的に上方に突出しないように、周方向レッジ部分よりも上方に配置
される水切り部材の隆起部分の上部セクションの高さを調整するように構成される。
【００３５】
　なお更なる実施形態において、支持面取付装置は、クランプ組立体を基部組立体に結合
する片持ち状装着アームを更に備え、片持ち状装着アームは、クランプ組立体が基部組立
体から水平方向にずらされることが可能であり、それにより、１つまたは複数の光電池モ
ジュールの１つまたは複数の縁部が、基部組立体を受容できない支持面の領域よりも上方
に配置されることを可能にするために、クランプ組立体を基部組立体から片持ち状に支持
するように構成される。
【００３６】
　なお更なる実施形態において、基部組立体を受容することができない支持面の領域は、
屋根リッジのまたは屋根リッジ付近の箇所を含み、かつ片持ち状装着アームは、１つまた
は複数の追加の光電池モジュールが屋根リッジに近接して設置されることを可能にする。
【００３７】
　なお更なる実施形態において、支持面取付装置は、光電池システムの電装補機を基部組
立体の直立した基部部材に装着するように構成された電装補機ブラケットを更に備え、電
装補機ブラケットは、電装補機ブラケットを直立した基部部材に取り付けるように構成さ
れた少なくとも１つのフランジ部分を備え、電装補機ブラケットは、電装補機を電装補機
ブラケットに取り付けるための１つまたは複数の装着開口を備えるブラケット基部部分を
更に備える。
【００３８】
　なお更なる実施形態において、電装補機ブラケットの少なくとも１つのフランジ部分は
、基部組立体の直立した基部部材が１つまたは複数の電線の配線を妨げずに電装補機への
１つまたは複数の電線の接続を容易にするために、ブラケット基部部分の中央位置からブ
ラケット基部部分の幅方向にずらされる。
【００３９】
　なお更なる実施形態において、電装補機ブラケットのブラケット基部部分は、種々の電
装補機を受容するようにブラケット基部部分に形成された複数のスロットを備え、かつ電
装補機ブラケットの少なくとも１つのフランジ部分は、接地ラグを受容するようにフラン
ジ部分に形成された少なくとも１つの開口を備える。
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【００４０】
　なお更なる実施形態において、支持面取付装置は、光電池システムの電線用導管を基部
組立体の直立した基部部材に装着するように構成された導管装着部材を更に備え、導管装
着部材は、導管装着部材を直立した基部部材に取り付けるための１つまたは複数の装着開
口を備える固定部分を含み、導管装着部材は、固定部分に接続された導管装着部分を更に
備え、導管装着部分は、電線用導管を導管装着部材に取り付けるための１つまたは複数の
固定開口を備える。
【００４１】
　本発明の１つまたは複数の他の実施形態によれば、１つまたは複数の光電池モジュール
を１つまたは複数の他の光電池モジュールに取り付けるように構成された結合装置が提供
される。結合装置は、下部結合部材の側面から外方に延びる少なくとも１つのレッジを含
む下部結合部材であって、下部結合部材に配置された１つまたは複数の第１の歯部を更に
含む下部結合部材と、上部結合部材から外方に延びる少なくとも１つのフランジ部分を含
む上部結合部材であって、上部結合部材が、上部結合部材に配置された１つまたは複数の
第２の歯部を更に含み、上部結合部材が少なくとも１つの締結装置により下部結合部材に
調節可能に接続され、下部結合部材における１つまたは複数の第１の歯部は、１つまたは
複数の光電池モジュールがクランプ組立体の第１の側に枢動可能に内設されるときに１つ
または複数の光電池モジュールの１つまたは複数の光電池モジュールフレームを受け入れ
るための上部結合部材と下部結合部材との間の最小限の隙間を維持するために、少なくと
も１つの締結装置が締め付けられたときに下部結合部材における１つまたは複数の第２の
歯部に係合するように構成される、上部結合部材とを含む。１つまたは複数の他の光電池
モジュールは、下部結合部材の少なくとも１つのレッジと上部結合部材の少なくとも１つ
のフランジ部分との間にクランプされるように構成される。
【００４２】
　本発明の更なる実施形態において、上部結合部材の少なくとも１つのフランジ部分は、
フランジ部分を貫通して配置された離間した複数の開口を備え、かつ少なくとも１つの締
結装置は第１の締結装置と第２の締結装置とを備え、離間した複数の開口の第１の開口は
、第１の締結装置を受け入れるための締結具孔を備え、かつ離間した複数の開口の第２の
開口は、第２の締結装置を受け入れるための締結具スロットを備え、締結具スロットは、
第１の締結装置と第２の締結装置の他方を締め付けるよりも先に第１の締結装置と第２の
締結装置の一方を締め付けることを可能にするために間隙を提供する。
【００４３】
　なお更なる実施形態において、上部結合部材の少なくとも１つのフランジ部分は、離間
した複数の開口の第１の開口と離間した複数の開口の第２の開口との間に配置された中央
スロットを備え、中央スロットは、結合装置が、１つまたは複数の光電池モジュールを支
持面に取り付けるための支持面取付装置の基部組立体と共に使用されることが可能である
ように、結合装置を支持面取付装置の滑動部材に接続するための締結部材を受け入れるよ
うに構成される。
【００４４】
　なお更なる実施形態において、上部結合部材の少なくとも１つのフランジ部分の頂面は
、結合装置内に１つまたは複数の光電池モジュールを装着する位置的制限を表示するため
の１つまたは複数の視覚的設置案内マークを備える。
【００４５】
　なお更なる実施形態において、下部結合部材は、スカート部材の１つまたは複数の嵌合
凸部および１つまたは複数の嵌合溝と係合するための１つまたは複数の嵌合溝および１つ
または複数の嵌合凸部を備える。
【００４６】
　なお更なる実施形態において、下部結合部材の１つまたは複数の嵌合凸部は、設置者に
より少なくとも１つの締結装置が締め付けられるよりも先に結合装置がスカート部材と係
合した状態にあることが可能であるように、上向きと下向きが交互になるように配置され
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た複数の嵌合凸部を含む。
【００４７】
　なお更なる実施形態において、下部結合部材は、１つまたは複数の光電池モジュールか
ら水を排出するように下部結合部材に形成された１つまたは複数の排水樋部を備える。
【００４８】
　本発明の更に１つまたは複数の他の実施形態によれば、１つまたは複数の光電池モジュ
ールを接地するように構成された接合クリップが提供される。接合クリップは、第１の表
面と、第１の表面に対向して配置された第２の表面とを有するクリップ本体部分であって
、クリップ本体部分が複数の突出部材を更に含み、複数の突出部材の少なくとも１つが第
１の表面から第１の方向に外方に突出し、かつ複数の突出部材の少なくとも別の突出部材
が第２の表面から第２の方向に外方に突出し、第１の方向が第２の方向とはほぼ反対方向
である、クリップ本体部分と、クリップ本体部分に接続された１つまたは複数のクリップ
取付部分であって、接合クリップが装着される対象物に接合クリップを取り付けるように
構成された１つまたは複数のクリップ取付部分とを備える。
【００４９】
　本発明の更なる実施形態において、複数の突出部材は、クリップ本体部分の長さに沿っ
て略千鳥状に配設される。
【００５０】
　なお更なる実施形態において、クリップ本体部分は、クリップ本体部分に形成される折
り目を全く含まない平板の形態である。
【００５１】
　なお更なる実施形態において、１つまたは複数のクリップ取付部分は複数の折曲げタブ
部材を備え、複数の折曲げタブ部材は、対象物における溝と係合するように構成される。
【００５２】
　なお更なる実施形態において、１つまたは複数のクリップ取付部分は１対のフランジ部
材を備え、１対のフランジ部材の各々がクリップ本体部分の対向する端部に配置され、接
合クリップが対象物に設置されたときに、設置者が接合クリップの設置状態を確認するこ
とが可能であるように、１対のフランジ部材の各々の頂部部分が設置者に見える状態であ
る。
【００５３】
　本発明の更に１つまたは複数の他の実施形態によれば、光電池システムの１つまたは複
数の補機を１つまたは複数の光電池モジュールの１つまたは複数のフレームに取り付ける
ように構成された補機ブラケットが提供される。補機ブラケットは、第１の側と、第１の
表面に対向して配置された第２の側とを有するブラケット本体部分と、ブラケット本体部
分の第１の側に配置された第１の複数の歯部であって、１つまたは複数の光電池モジュー
ルの１つまたは複数のフレームに係合するように構成される第１の複数の歯部と、ブラケ
ット本体部分の第２の側に配置された第２の複数の歯部であって、１つまたは複数の補機
の１つまたは複数の装着部材に係合するように構成される第２の複数の歯部とを含む。補
機ブラケットは、１つまたは複数の光電池モジュールを１つまたは複数の補機に電気的に
接合するように構成される。
【００５４】
　本発明の更なる実施形態において、第１の複数の歯部と第２の複数の歯部の少なくとも
一方は、電気的な接合をもたらすようにかつ複数の異なる光電池モジュールフランジの寸
法を受容するように、ブラケット本体部分の底面よりも下方に延びる。
【００５５】
　なお更なる実施形態において、ブラケット本体部分は、ブラケット本体部分を貫通して
配置された少なくとも１つの装着開口を備え、少なくとも１つの装着開口は、補機ブラケ
ットが２つの異なる向きで位置決めされることを可能にすることにより複数の異なる光電
池モジュールフランジの寸法を受容するように、ブラケット本体部分の中央位置からブラ
ケット本体部分の幅方向にずらされる。
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【００５６】
　なお更なる実施形態において、ブラケット本体部分は、１つまたは複数の補機の１つま
たは複数の構成部品を受容するようにブラケット本体部分に形成された少なくとも１つの
追加の開口を備える。
【００５７】
　本発明の前述の包括的な説明および以下の詳細な説明が実際には単なる例示的かつ説明
的なものであることが理解されるべきである。そのようなものとして、本発明の前述の包
括的な説明および以下の詳細な説明は、添付の特許請求の範囲を制限するものと決して解
釈されるべきではない。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
　ここで、添付の図面を参照しながら、例を用いて、本発明を説明する。
【００５９】
【図１】図１は、支持面取付装置が組立状態で図示されている、本発明の第１の実施形態
による、光電池装着システムの支持面取付装置の斜視図である。
【図２】図２は、支持面取付装置のクランプ組立体が支持面取付装置の基部組立体から分
解されて示されている、図１の支持面取付装置の別の斜視図である。
【図３】図３は、クランプ組立体が組立状態で図示されている、図１の支持面取付装置の
クランプ組立体の斜視図である。
【図４】図４は、クランプ組立体の構成部品が互いに分解されて示されている、図１の支
持面取付装置のクランプ組立体の別の斜視図である。
【図５】図５は、図３のクランプ組立体の締結部材の斜視図である。
【図６】図６は、図３のクランプ組立体の上部クランプ部材の斜視図である。
【図７】図７は、図３のクランプ組立体の接合クリップの斜視図である。
【図８】図８は、図３のクランプ組立体のスリーブ部材の斜視図である。
【図９】図９は、図３のクランプ組立体の下部クランプ部材の斜視図である。
【図１０】図１０は、図３のクランプ組立体のワッシャの斜視図である。
【図１１】図１１は、図３のクランプ組立体の滑動部材の斜視図である。
【図１２】図１２は、図３のクランプ組立体の支柱ナットの底面斜視図である。
【図１３】図１３は、図１２の支柱ナットの上面図である。
【図１４】図１４は、基部組立体が組立状態で図示されている、図１の支持面取付装置の
基部組立体の斜視図である。
【図１５】図１５は、基部組立体の構成部品が互いに分解されて示されている、図１の支
持面取付装置の基部組立体の別の斜視図である。
【図１６】図１６は、図１４の基部組立体の締結部材の斜視図である。
【図１７】図１７は、図１４の基部組立体の上部シーリングワッシャの斜視図である。
【図１８】図１８は、図１４の基部組立体の直立した基部部材の斜視図である。
【図１９】図１９は、図１４の基部組立体の下部シーリングワッシャの斜視図である。
【図２０】図２０は、図１４の基部組立体の水切り部材の斜視図である。
【図２１】図２１は、結合装置が組立状態で図示されている、本発明の第１の実施形態に
よる、光電池装着システムの結合装置の斜視図である。
【図２２】図２２は、結合装置を形成する構成部品が互いに分解されて示されている、図
２１の結合装置の別の斜視図である。
【図２３】図２３は、図２１の結合装置の上部結合部材の斜視図である。
【図２４】図２４は、図２１の結合装置の下部結合部材の斜視図である。
【図２５】図２５は、図２１の結合装置の拘束ナットの斜視図である。
【図２６】図２６は、支持面取付装置と結合装置とに接続された下部スカート部材および
図２１の結合装置と共に図１の支持面取付装置を図示する斜視図である。
【図２７】図２７は、支持面取付装置および下部スカート部材が示されている、図２６の
組立体の端面図である。
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【図２８】図２８は、図２６に図示する下部スカート部材と同様の、下部スカート部材の
斜視図である。
【図２９】図２９は、支持面取付装置が組立状態で図示されている、本発明の第２の実施
形態による、光電池装着システムの支持面取付装置の斜視図である。
【図３０】図３０は、図２９の支持面取付装置のクランプ組立体の上部クランプ部材の斜
視図である。
【図３１】図３１は、図２９の支持面取付装置のクランプ組立体の接合クリップの斜視図
である。
【図３２】図３２は、図２９の支持面取付装置のクランプ組立体の上部クランプ部材の斜
視図である。
【図３３】図３３は、図２９の支持面取付装置のクランプ組立体の滑動部材の斜視図であ
る。
【図３４】図３４は、基部組立体が組立状態で図示されている、図２９の支持面取付装置
の基部組立体の斜視図である。
【図３５】図３５は、図３４の基部組立体の直立した基部部材の斜視図である。
【図３６】図３６は、図２９の支持面取付装置のクランプ組立体のワッシャの斜視図であ
る。
【図３７】図３７は、図３４の基部組立体の水切り部材の斜視図である。
【図３８】図３８は、本発明の別の実施形態による、下部スカート部材の端面図である。
【図３９】図３９は、本発明の更に別の実施形態による、図３８に図示する下部スカート
部材と同様の、下部スカート部材の端面図である。
【図４０】図４０は、結合装置が組立状態で図示されている、本発明の第２の実施形態に
よる、光電池装着システムの結合装置の斜視図である。
【図４１】図４１は、図４０の結合装置の上部結合部材の斜視図である。
【図４２】図４２は、図４０の結合装置の下部結合部材の斜視図である。
【図４３】図４３は、クランプ組立体が組立状態で図示されている、図２９の支持面取付
装置のクランプ組立体の斜視図である。
【図４４】図４４は、図４３のクランプ組立体の分解図である。
【図４５】図４５は、本発明の代替的な実施形態による、支持面取付装置のクランプ組立
体の上部クランプ部材の斜視図である。
【図４６】図４６は、図４６の上部クランプ部材の側面図である。
【図４７】図４７は、本発明の代替的な実施形態による、接合クリップの斜視図である。
【図４８】図４８は、本発明の一実施形態による、基部部材に取り付けられた接続箱ブラ
ケットの斜視図である。
【図４９】図４９は、本発明の別の実施形態による、接続箱ブラケットキットの斜視図で
ある。
【図５０】図５０は、図４９の接続箱ブラケットキットの接続箱ブラケットの斜視図であ
る。
【図５１】図５１は、本発明の実施形態による、補機ブラケット組立体により光電池モジ
ュールのフレームに取り付けられたマイクロインバータ装着板の斜視図である。
【図５２】図５２は、補機ブラケット組立体が組立状態にある、図５１の補機ブラケット
組立体の斜視図である。
【図５３】図５３は、図５２の補機ブラケット組立体の分解図である。
【図５４】図５４は、図５２の補機ブラケット組立体の拘束ナットの斜視図である。
【図５５】図５５は、図５２の補機ブラケット組立体の補機ブラケットの斜視図である。
【図５６】図５６は、図５２の補機ブラケット組立体のねじ締結部材の斜視図である。
【図５７】図５７は、本発明の実施形態による、北側の列の延長組立体の斜視図である。
【図５８】図５８は、図５７の北側の列の延長組立体の分解図である。
【図５９】図５９は、図５７の北側の列の延長組立体の拘束ナットの斜視図である。
【図６０】図６０は、図５７の北側の列の延長組立体の上端部クランプ部材の斜視図であ
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る。
【図６１】図６１は、図５７の北側の列の延長組立体の端部クランプ締結部材の斜視図で
ある。
【図６２】図６２は、図５７の北側の列の延長組立体の支柱締結部材の斜視図である。
【図６３】図６３は、図５７の北側の列の延長組立体の北側の列の延長部材の斜視図であ
る。
【図６４】図６４は、本発明の実施形態による、直立したタイル基部部材の斜視図である
。
【図６５】図６５は、本発明の実施形態による、南側の列の装着組立体の斜視図である。
【図６６】図６６は、図６５の南側の列の装着組立体の分解図である。
【図６７】図６７は、図６５の南側の列の装着組立体の細長い滑動部材の斜視図である。
【図６８】図６８は、結合組立体が組立状態で図示されている、本発明の実施形態による
、光電池装着システムの南側の列の結合組立体の斜視図である。
【図６９】図６９は、図６８の南側の列の結合組立体の分解図である。
【図７０】図７０は、図６８の南側の列の結合組立体の上部結合部材の斜視図である。
【図７１】図７１は、図６８の南側の列の結合組立体の下部結合部材の斜視図である。
【図７２】図７２は、本発明の実施形態による、支持面取付装置に接続された下部スカー
ト部材と共に図２９の支持面取付装置を図示する端面図である。
【図７３】図７３は、本発明の一実施形態による、図４３および図４４のクランプ組立体
において利用され得る第１のばね部材の斜視図である。
【図７４】図７４は、本発明の別の実施形態による、図４３および図４４のクランプ組立
体において利用され得る第２のばね部材の斜視図である。
【図７５】図７５は、本発明の実施形態による、図４５および図４６の上部クランプ部材
に取り付けられた接合クリップと共に上部クランプ部材を示す側面図である。
【図７６】図７６は、本発明の実施形態による、図３４および図７８の基部組立体の上部
シーリングワッシャの斜視図である。
【図７７】図７７は、図７６の上部シーリングワッシャを通る断面図である。
【図７８】図７８は、基部部材と水切り部材との間のシール係合が示されている、図３４
の基部組立体を通る部分断面図である。
【図７９】図７９は、本発明の更に別の実施形態による、接続箱ブラケットの斜視図であ
る。
【図８０】図８０は、基部部材に取り付けられた図７９の接続箱ブラケットの斜視図であ
る。
【図８１】図８１は、本発明の別の代替的な実施形態による、接合クリップの斜視図であ
る。
【図８２】図８２は、本発明の代替的な実施形態による、北側の列の延長組立体の斜視図
である。
【図８３】図８３は、図８２の北側の列の延長組立体の分解図である。
【図８４】図８４は、更に別の実施形態による、接続箱ブラケットの斜視図である。
【図８５】図８５は、代替的な実施形態による、結合装置の下部結合部材の斜視図である
。
【図８６】図８６は、本発明の実施形態による、導管装着部材の斜視図である。
【図８７】図８７は、本発明の代替的な実施形態による、直立したタイル基部部材の斜視
図である。
【図８８】図８８は、光電池モジュールの配列を傾斜屋根にしっかりと固定するために使
用される、本明細書で説明する例示的な装着システムの斜視図である。
【００６０】
　図を通して、同一の部品は、常に同一の参照符号を使用して表され、それら部品は、原
則として一度だけ説明される。
【発明を実施するための形態】
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【００６１】
　支持面取付装置の第１の例示的な実施形態は、図１および図２では全体として１００で
表されている。１つまたは複数の実施形態において、複数の支持面取付装置１００は、光
電池モジュールの配列を支持面（例えば、傾斜した建物屋根）に確実に取り付けるために
使用される。図２を参照すると、支持面取付装置１００が、概してクランプ組立体１２６
と基部組立体１２８とを備えることが分かる。これらの組立体１２６、１２８の各々につ
いて以下に詳細に説明する。
【００６２】
　最初に図３～図１３を参照するに、クランプ組立体１２６の例示的な実施形態が、概し
て、上部クランプ部材１０と、下部クランプ部材２０と、滑動部材６０とを含むことが分
かる。図３の組立図に最も良く示すように、上部クランプ部材１０、下部クランプ部材２
０、および滑動部材６０は、ねじ締結部材３８および支柱ナット７２によって互いに接続
される。図示の実施形態において、ねじ締結部材３８は、頭部分が鋸歯状フランジ４０を
有するボルトの形態である（図５を参照）。ねじ締結部材３８のボルト頭部フランジの下
面における鋸歯部は、上部クランプ部材１０の頂面と干渉係合する（すなわち、上部クラ
ンプ部材１０の頂面「に食い込む」）ように構成される。ねじ締結部材３８の軸上の雄ね
じは、支柱ナット７２（図１２を参照）の中央において雌ねじ７４とねじ係合するように
構成される。図１２および図１３に示すように、支柱ナット７２は、以下で説明する、基
部部材９０のそれぞれの下方に曲がったリップ１０８を受け入れるように各々構成される
、支柱ナット７２の頂面に配置された離間した細長い溝７６を有する。加えて、図１３の
上面図に最も良く示すように、細長い溝７６の各々には、溝７６内に配置される離間した
２つの凸部または歯部７７が設けられることが分かる。各溝７６における離間した歯部７
７は、下方に曲がったリップ１０８のうちの１つのリップ１０８の底面と干渉係合する（
すなわち、下方に曲がったリップ１０８のうちの１つのリップ１０８の底面「に食い込む
」）ように構成される。また、図１２および１３をまとめて参照すると、支柱ナット７２
が、互いに斜向かい配設された湾曲した側壁部分７８を備えることが分かる。湾曲した側
壁部分７８は、平坦な側壁部分が基部部材９０の内壁に接触するまで支柱ナット７２が所
定位置へと時計回り方向に回転することを可能にする。
【００６３】
　再び図３の例示的な実施形態を参照すると、クランプ組立体１２６の上部クランプ部材
１０および下部クランプ部材２０が１つまたは複数の光電池モジュールを支持面上の適所
にクランプすることが分かる。つまり、各光電池モジュールは、光電池モジュールがクラ
ンプ組立体１２６のどちら側に配置されるかに応じて、上部クランプ部材１０の対向する
第１のフランジ部分１４ａと下部クランプ部材２０の外方に延びる第２のレッジ２８との
間の、または上部クランプ部材の対向する第２のフランジ部分１４ｂと下部クランプ部材
２０の外方に延びる第１のレッジ２６との間の適所にクランプされる。
【００６４】
　ここで、図６を参照しながら、上部クランプ部材１０の構造について説明する。この図
に示すように、上部クランプ部材１０は、概して、フランジ部分１４ａ、１４ｂの底面に
約９０度の角度で取り付けられる基部部分１２を含む。この図では、基部部分１２の一側
面が、それぞれの細長い溝１９により各々互いに離間した複数の細長い凸部または歯部１
８を備えることが分かる。以下で説明するように、複数の細長い凸部または歯部１８は、
下部クランプ部材２０の直立した中央部分２２の対向する第１の壁部分２４ａに配置され
た細長い凸部または歯部３０と嵌合係合する。再び図６を参照すると、上部クランプ部材
１０のフランジ部分１４ａ、１４ｂが、ねじ締結部材３８を受け入れるための締結具開口
１５と、クランプ組立体１２６内に配置されたときに光電池モジュールが当接する背面を
形成する下方に突出する部材１７とを更に備えることが分かる。また、図６に示すように
、フランジ部分１４ａ、１４ｂの各々は、その底面に配置された細長い溝１６を含む。細
長い溝１６の各々は、光電池モジュールの設置のための統合接地を提供するそれぞれの接
合クリップ４２（図７を参照）の樋部分４８を受け入れるように構成される。それぞれの
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接合クリップ４２の樋部分４８は、プレス嵌めまたは締まり嵌め式の装着形態でそのそれ
ぞれの細長い溝１６に受け入れられる。
【００６５】
　光電池モジュールのための統合接地を提供する、接合または接地クリップ４２が図７に
図示されている。接合クリップ４２は、概して、板状本体部分にわたって短手方向に延び
るとともに板状本体部分を２つのセクションに分割する樋部分４８を備えた板状本体部分
を備える。図７において、板状本体部分が、上方に突出する１つまたは複数の環状部材４
４と、下方に突出する１つまたは複数の環状部材４６とを含むことが分かる。特に、例示
的な実施形態において、上方に突出する環状部材４４および下方に突出する環状部材４６
は交互に配設される（つまり、上方に突出する第１の環状部材４４の後に下方に突出する
環状部材４６が続き、そしてその後に上方に突出する第２の環状部材４４が続く）。上方
に突出する部材４４は、上部クランプ部材１０のフランジ部分１４ａ、１４ｂの金属製底
面を貫通するように設計され、その一方で、下方に突出する環状部材４６は、光電池モジ
ュール間に統合接地を提供するために光電池モジュールの陽極酸化層を貫通するように設
計される。光電池モジュール間の統合接地を容易にするために、支持面取付装置１００お
よび結合装置１３０の構成部品の全てを金属から形成してもよい。
【００６６】
　次に、図９に移って、下部クランプ部材２０の構造について解説する。この図を参照す
るに、下部クランプ部材２０が、概して、直立した中央部分２２から外方に延びる第１の
レッジ部分２６および第２のレッジ部分２８を備えた直立した中央部分２２を含むことが
分かる。図９において、下部クランプ部材２０の直立した中央部分２２が、中央部分２２
の底壁部分に配置された下部締結具開口２１と、中央部分２２の頂壁部分２３に配置され
た上部締結具開口２５とを備えることが分かる。これらの開口２１、２５の各々は、ねじ
締結部材３８の軸を受け入れる。下部クランプ部材２０の直立した中央部分２２の底壁部
分および頂壁部分２３は、互いに対向する第１の壁部分２４ａおよび第２の壁部分２４ｂ
により互いに接続される。図９に示すように、対向する第１の壁部分２４ａは、それぞれ
の細長い溝３２により互いに離間した複数の細長い凸部または歯部３０を備える。上で解
説したように、対向する第１の壁部分２４ａの細長い歯部３０は、上部クランプ部材１０
の基部部分１２の細長い歯部１８と係合する。再び図９を参照すると、対向する第２の壁
部分２４ｂが、それぞれの細長い溝３６により各々互いに離間した上方に傾斜した複数の
細長いフック状凸部または歯部３４を備えることが分かる。対向する第２の壁部分２４ｂ
上のフック状歯部３４は、風を上方に光電池配列の上に偏向させるためのおよび／または
配列の見栄えを向上させるためのウインドデフレクタおよび／または装着スカートと係合
するように構成される。下部クランプ部材２０の第１のレッジ部分２６および第２のレッ
ジ部分２８の各々は、その上に載置される光電池モジュールフレーム部材を受容するよう
に構成される。
【００６７】
　図３、図４および図９を参照するに、下部クランプ部材２０の第２の対向するレッジ２
８が、鋭角に僅かに上向きに曲がっているかまたは鋭角に僅かに上向きテーパ状とされる
ことが分かる。設置状態において、下部クランプ部材２０の上向きテーパ状レッジ２８は
、上側のクランプ開口部と光電池（ＰＶ）モジュールの厚さとの隙間の差を埋める板ばね
として働くように、建物屋上から離れる方向に僅かに上方に上側に延び、それにより、Ｐ
Ｖモジュールががたつくのを防止しかつＰＶモジュールが適所にしっかりと固定されるこ
とを可能にする。いくつかの実施形態において、これはまた、接合点が機能できるように
上部クランプリップ（すなわち、上部クランプ部材１０の第１の対向するフランジ部分１
４ａ）に十分な圧力をかける。有利には、下部クランプ部材２０の対向する第２のレッジ
２８に僅かに上向きのテーパが設けられる（すなわち、上方に湾曲している）ので、下部
クランプ部材２０は、ＰＶモジュールに設置されたときにＰＶモジュールに対して圧縮力
を加える。各ＰＶモジュールの設置の際に、ＰＶモジュールは最初、その１つまたは複数
の南側のクランプ組立体１２６に対して上向き鋭角に配置される。次いで、各ＰＶモジュ
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ールを屋根面とほぼ平行になるまで下方に回転させる。各ＰＶモジュールを屋根面に向け
て下方に回転させると、上側のＰＶモジュールの縁部分が、上向きテーパ状レッジ２８に
下向きの力を加えるように下部クランプ部材（複数可）２０の上向きテーパ状レッジ（複
数可）２８を押し下げ、それにより、ＰＶモジュールを下部クランプ部材（複数可）２０
と確実に係合させ、ＰＶモジュールが適所にしっかりと保持されることを確実にする。Ｐ
Ｖモジュールにより加えられた下向きの力に応答して、上向きテーパ状レッジ２８は、ば
ねのように弾性的に変形するかまたは撓む。上向きテーパ状レッジ２８の板ばね設計の結
果として、設置者は、締結具をその１つまたは複数の南側のクランプ組立体１２６に締め
付けるために、ＰＶモジュール上に手を伸ばす必要がない。締結具を１つまたは複数の南
側のクランプ組立体１２６に締め付ける設置者の試みは、安全でも、人間工学的でも、有
効でもない。下部結合部材１５０の第２のレッジ部分１５８は、結合装置１３０にはクラ
ンプ組立体１２６に関して上で説明した機能と同じ機能が与えられるように、下部クラン
プ部材２０の上向きテーパ状レッジ２８に関して上で説明したものと同じ態様で鋭角に僅
かに上方に曲がっているかまたは鋭角に僅かに上向きテーパ状とされてもよい。
【００６８】
　上部クランプ部材１０と下部クランプ部材２０との間に所定の離間距離を維持するため
に、クランプ部材１０と２０との間にスリーブ部材５０が設けられる（図３および図４を
参照）。つまり、図３に最も良く示すように、スリーブ部材５０は、下部クランプ部材２
０の頂壁部分２３と上部クランプ部材１０のフランジ部分１４ａ、１４ｂの底面との間に
配置される。図８に移って、クランプ組立体１２６のスリーブ部材５０が、ねじ締結部材
３８の軸を受け入れるようにスリーブ部材５０を貫通して延びる円筒状凹部５２を備える
ことが分かる。代替的な実施形態では、上部クランプ部材１０と下部クランプ部材２０と
の間に所定の離間距離を維持するために、スリーブ部材５０ではなくばねを使用してもよ
い。
【００６９】
　図３に最もよく示すように、下部クランプ部材２０は、以下に解説するように、直立し
た基部部材９０上に水平方向と垂直方向の両方向に調節可能に配置されるように構成され
る滑動部材６０よりも上に位置決めされる。図１１を参照すると、クランプ組立体１２６
の滑動部材６０が、頂壁部分６４と、頂壁部分６４から下方に延びる互いに対向する第１
の壁部分６６ａおよび第２の壁部分６６ｂとを備えた、ほぼ逆コ字状輪郭を備えることが
分かる。頂壁部分６４は、ねじ締結部材３８の軸を受け入れるように頂壁部分６４の中心
に配置された締結具開口６２を備える。図１１では、互いに対向する第１の壁部分６６ａ
および第２の壁部分６６ｂの各々の内面が、それぞれの細長い溝７０により各々互いに離
間した複数の細長い凸部または歯部６８を備えることが分かる。互いに対向する壁部分６
６ａ、６６ｂの各内面上の１組の歯部６８は、基部部材９０の互いに対向する直立した壁
部分１０４ａ、１０４ｂ上のそれぞれの歯部１１０と係合するように設計される。滑動部
材６０は、基部部材９０の頂部における適所にスナップ式に嵌ることが可能であるように
、弾性変形可能であってもよい。水平方向の調節を可能にするために、滑動部材６０は、
基部部材９０の長さに沿って摺動させることが可能である。そして、垂直方向の調節を可
能にするために、滑動部材６０は、基部部材９０の直立した壁部分１０４ａ、１０４ｂの
垂直方向の高さに沿って上下に移動させ、歯部６８、１１０のある特定の歯部６８、１１
０を互いに選択的に係合させることが可能である。
【００７０】
　図４を参照するに、例示的な実施形態では、クランプ組立体１２６には、下部クランプ
部材２０と滑動部材６０との間に配置される鋸歯状ワッシャ５４が更に設けられることが
分かる。図１０では、鋸歯状ワッシャ５４が、環状本体部分５６から径方向外方に延びる
斜めに向いた複数の歯部５８を備えた環状本体部分５６を含むことが分かる。鋸歯状ワッ
シャ５４の斜めに向いた歯部５８は、滑動部材６０に対する下部クランプ部材２０の回転
を防ぐために下部クランプ部材２０および滑動部材６０の隣接面に割り込むように設計さ
れる。斜めに向いた歯部５８を備えた鋸歯状ワッシャ５４はまた、下部クランプ部材２０
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を滑動部材６０に電気的に接合するために使用される。
【００７１】
　ここで、図１、図２、図１４および図１５を参照すると、基部組立体１２８の例示的な
実施形態が概して直立した基部部材９０と下部水切り部材１１８とを含むことが分かる。
図２および図１４の組立図に最も良く示すように、直立した基部部材９０は、ねじ締結部
材８０により下部水切り部材１１８に接続される。図示の実施形態において、ねじ締結部
材８０は、頭部分８２とねじ付き軸部分とを備えた構造取付ボルトの形態である（図１６
を参照）。図示の実施形態において、各支持面取付装置１００は、構造取付ボルト８０（
例えば、図１を参照）によって建物の屋根垂木のそれぞれにしっかりと固定される。１つ
または複数の実施形態において、構造取付ボルトまたは構造取付ねじ８０は、屋根に予め
穿孔された孔を全く必要としないように自己穿孔式であってもよい。
【００７２】
　ここで、図１８に移って、基部組立体１２８の直立した基部部材９０について説明する
。この図に示すように、直立した基部部材９０は、概して、互いに対向する第１の基部フ
ランジ部分９４ａおよび第２の基部フランジ部分９４ｂを備えた基部部分と、高棚部分９
８とを備える。２つの対向する直立した壁部分１０４ａ、１０４ｂは、基部部材９０の基
部部分から上方に延びる。図１８では、互いに対向する基部フランジ部分９４ａ、９４ｂ
の各々が、その長さに沿って略直線状に配設された複数の締結具開口９６を備えることが
分かる。直立した基部部材９０を屋根垂木ではなく屋根デッキに直接装着することが望ま
しい場合に、基部部材９０は、締結具開口９６内に配置される締結具を使用して屋根デッ
キにしっかりと固定される。基部部材９０の基部部分は、基部部分を貫通する水切り部材
１１８の隆起部分１２２を受容するための中心に配置された開口９２を備える。基部部材
９０の基部部分の高棚部分９８は、ねじ締結部材８０の軸を受容するように高棚部分９８
を貫通して配置された締結具開口１０２を備える。図１８では、互いに対向する直立した
第１の壁部分１０４ａおよび第２の壁部分１０４ｂの各々の外面が、それぞれの細長い溝
１１２により各々互いに離間した複数の細長い凸部または歯部１１０を備えることが分か
る。上で説明したように、互いに対向する壁部分１０４ａ、１０４ｂの各外面上の１組の
歯部１１０は、滑動部材６０の互いに対向する壁部分６６ａ、６６ｂ上のそれぞれの歯部
６８と係合するように設計される。また、図１８に示すように、基部部材９０の対向する
壁部分１０４ａ、１０４ｂが協働して、スロット１０６を貫通するねじ締結部材３８の軸
を受容する上部の細長いスロット１０６を画定する。また、互いに対向する壁部分１０４
ａ、１０４ｂの各々は、支柱ナット７２の頂面に配置された細長い溝７６のそれぞれに受
け入れられる下方に曲がったリップ部分１０８を備える。
【００７３】
　ここで、主に図２０を参照しながら、基部組立体１２８の水切り部材１１８について解
説する。水切り部材１１８は、屋根の雨漏りを防止することにより建物屋根の完全性を維
持するのに役立つ。図２０では、水切り部材１１８が、概して、ほぼ平面状の本体部分１
２０と、ほぼ平面状の本体部分１２０からほぼ垂直方向上方に延びる隆起部分または突起
１２２とを備えることが分かる。図２０の斜視図に最も良く示すように、隆起部分または
突起１２２は、ほぼ平面状の本体部分１２０の中心に対してずらして配置される（つまり
、隆起部分または突起１２２は、ほぼ平面状の本体部分１２０の中心点の側方に配置され
る）。図２０では、隆起部分または突起１２２が、構造取付ボルト８０の軸を内部に受け
入れるための中心に配置された締結具開口１２４を含むことが分かる。有利には、水切り
部材１１８のほぼ平面状の本体部分１２０の残り部分よりも上方の凸部または突起１２２
の隆起特性は、何らかの降水（すなわち、雨水）が締結具開口１２４を通って建物屋根の
構造に流入するのを実質的に防止する。支持面取付装置１００の組立状態において、水切
り部材１１８の開口１２４を通るいかなる雨漏りも更に防止するために、下部シーリング
ワッシャ１１４（図１５および図１９を参照）が水切り部材１１８の隆起部分または突起
１２２の頂部に設けられる。下部シーリングワッシャ１１４は、構造取付ボルト８０の軸
を受容するように下部シーリングワッシャ１１４に配置された締結具開口１１６を備える
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。下部シーリングワッシャ１１４は、支持面取付装置１００の組立状態において基部部材
９０が水切り部材１１８の頂部に配置されたときに、水切り部材１１８の隆起部分または
突起１２２と、基部部材９０の高棚部分９８の底面との間に挟まれる。加えて、組立状態
では、屋根を通るいかなる雨漏りも追加的に防止するために、上部シーリングワッシャ８
４が、ボルト８０の頭部分８２の底面と基部部材９０の高棚部分９８の頂面との間に配置
される。図１７に示すように、上部シーリングワッシャ８４は、構造取付ボルト８０の軸
を受容するように上部シーリングワッシャ８４の中心を貫通して配置された締結具開口８
６を備えたフランジ状頂部部分８８を備える。支持面取付装置１００の組立状態において
、上部シーリングワッシャ８４は、ボルト頭部分８２の底面と基部部材９０の高棚部分９
８の頂面との間に挟まれる。例示的な一実施形態では、水切り部材１１８をプレス加工し
た金属から形成してもよく、かつ上部シーリングワッシャ８４および下部シーリングワッ
シャ１１４を、エチレン－プロピレン－ジエンモノマー（ＥＰＤＭ）などの、適切なプラ
スチックまたはゴムから形成してもよい。
【００７４】
　有利には、図１４、図１５および図２０に図示する水切り部材１１８の設計は、たとえ
シーリングワッシャ１１４が欠けていたとしても水切り防水性の完全性が維持されるよう
に、水切り部材１１８の止水シールが屋根面よりも上方に（すなわち、隆起部分または突
起１２２の頂部に）位置するので優れた防水性をもたらす。また、水切り部材１１８をプ
レス加工により形成してもよいので、その製造コストが安価である。加えて、水切り部材
１１８の構成は、コンパクトにして出荷するために隣り合う水切り部材１１８を容易に積
み重ねることを可能にする。
【００７５】
　ここで、図２１～図２５を参照するに、結合装置または結合組立体１３０の例示的な実
施形態が、概して、下部結合部材１５０にしっかりと固定された上部結合部材１４０を含
むことが分かる。図２１の組立図および図２２の分解図に最もよく示すように、上部結合
部材１４０および下部結合部材１５０は、１つまたは複数のねじ締結部材１６８（例えば
、２つのねじ締結部材１６８）および１つまたは複数のそれぞれの拘束ナット１７０（例
えば、２つの拘束ナット１７０、各ねじ締結部材１６８に対して１つ）によって互いに接
続される。図示の実施形態において、各ねじ締結部材１６８は、頭部分が鋸歯状フランジ
を有するボルトの形態である（例えば、図２１を参照）。ボルト３８に関して上で説明し
たように、各ねじ締結部材１６８のボルト頭部フランジの下面における鋸歯部は、上部結
合部材１４０の頂面と干渉係合する（すなわち、上部結合部材１４０の頂面「に食い込む
」）ように構成される。各ねじ締結部材１６８の軸上の雄ねじは、拘束ナット１７０（図
２５を参照）のねじ付き開口１７２の雌ねじとねじ係合するように構成される。
【００７６】
　図２３に移って、上部結合部材１４０の構造について説明する。この図に示すように、
上部結合部材１４０は、概して、フランジ部分１４４ａ、１４４ｂの底面に約９０度の角
度で取り付けられる基部部分１４２を含む。この図では、基部部分１４２の一側面が、そ
れぞれの細長い溝１４９により各々互いに離間した複数の細長い凸部または歯部１４８を
備えることが分かる。以下で説明するように、複数の細長い凸部または歯部１４８は、下
部結合部材１５０の直立した中央部分１５２の対向する第１の壁部分１５４ａに配置され
た細長い凸部または歯部１６０と嵌合係合する。再び図２３を参照すると、上部結合部材
１４０のフランジ部分１４４ａ、１４４ｂが、それぞれのねじ締結部材１６８を受け入れ
るための複数の締結具開口１４５と、結合組立体１３０内に配置されたときに光電池モジ
ュールが当接する背面を形成する下方に突出する部材１４７とを更に備えることが分かる
。また、図２３に示すように、フランジ部分１４４ａ、１４４ｂの各々は、その底面に配
置された細長い溝１４６を含む。細長い溝１４６の各々は、光電池モジュールの設置のた
めの統合接地を提供するそれぞれの接合クリップ４２（図７および図２２を参照）の樋部
分４８を受け入れるように構成される。それぞれの接合クリップ４２の樋部分４８は、プ
レス嵌めまたは締まり嵌め式の装着形態でそのそれぞれの細長い溝１４６に受け入れられ
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る。
【００７７】
　次に、図２４に移って、下部結合部材１５０の構造について解説する。この図を参照す
るに、下部結合部材１５０が、概して、直立した中央部分１５２から外方に延びる第１の
レッジ部分１５６および第２のレッジ部分１５８を備えた直立した中央部分１５２を含む
ことが分かる。図２４では、下部結合部材１５０の直立した中央部分１５２が、中央部分
１５２の底壁部分に配置された離間した下部締結具開口と、中央部分１５２の頂壁部分１
５３に配置された離間した上部締結具開口１５５とを備えることが分かる。これらの開口
の各々は、それぞれのねじ締結部材１６８のそれぞれの軸を受け入れる。下部結合部材１
５０の直立した中央部分１５２の底壁部分および頂壁部分１５３は、互いに対向する第１
の壁部分１５４ａおよび第２の壁部分１５４ｂにより互いに接続される。図２４に示すよ
うに、対向する第１の壁部分１５４ａが、それぞれの細長い溝１６２により各々互いに離
間した複数の細長い凸部または歯部１６０を備える。上で解説したように、対向する第１
の壁部分１５４ａの細長い歯部１６０が、上部結合部材１４０の基部部分１４２の細長い
歯部１４８と係合する。再び図２４を参照すると、対向する第２の壁部分１５４ｂが、そ
れぞれの細長い溝１６６により各々互いに離間した複数の細長いフック状凸部または歯部
１６４を備えることが分かる。対向する第２の壁部分１５４ｂ上のフック状歯部１６４は
、以下で説明するように、風を上方に光電池配列の上に偏向させるためのおよび／または
配列の見栄えを向上させるためのウインドデフレクタおよび／または装着スカートと係合
するように構成される。下部結合部材１５０の第１のレッジ部分１５６および第２のレッ
ジ部分１５８の各々は、その上に載置される光電池モジュールフレーム部材を受容するよ
うに構成される。
【００７８】
　図２６～図２８を参照しながら、光電池装着システムのスカート部材１７４について説
明する。最初に図２６の斜視図を参照すると、スカート部材１７４がＰＶモジュールの配
列の最も南側の縁部に位置するように構成されることが分かる。スカート部材１７４は、
離間した支持面取付装置１００により支持される。特に、図２７の側面図に示すように、
スカート部材１７４は、支持面取付装置１００のクランプ組立体１２６の上部クランプ部
材１０および下部クランプ部材２０と係合する。この図に示すように、スカート部材１７
４は、上部クランプ部材１０によりクランプ係合され、かつ追加的に下部クランプ部材２
０のフック状歯部３４により係合される。
【００７９】
　再び図２７および図２８を参照して、スカート部材１７４と下部クランプ部材２０との
間の係合についてより詳細に解説する。図２８の斜視図に示すように、スカート部材１７
４の裏側は、それぞれの細長い溝１７８により各々互いに離間した複数の細長いフック状
凸部または歯部１７６を備える。図２７の側面図を参照するに、スカート部材１７４のフ
ック状凸部または歯部１７６の少なくともいくつかが下部クランプ部材２０上のフック状
凸部または歯部３４の少なくともいくつかと嵌合係合することが分かる。フック状凸部ま
たは歯部３４、１７６間のこうした係合は、スカート部材１７４がクランプ組立体１２６
上に確実に支持されることを可能にする。下部結合部材１５０におけるフック状凸部また
は歯部１６４は、下部クランプ部材２０におけるフック状凸部または歯部３４の係合とほ
ぼ同じ態様でスカート部材１７４のフック状凸部または歯部１７６と係合する。有利には
、スカート部材１７４および下部クランプ部材２０におけるフック状凸部または歯部１７
６、３４はそれぞれ、２つ以上の高さを有するＰＶモジュールにスカート部材１７４が一
致することが可能であるように、スカート部材１７４が下部クランプ部材２０に対して種
々の高さで装着されることを可能にする。このことは、スカート部材１７４がＰＶモジュ
ールの第１の列を受け入れるためのＰＶ配列の南側の列におけるクランプ組立体１２６お
よび結合組立体１３０の隙間寸法を設定するので重要である。
【００８０】
　図２６の斜視図では、スカート部材１７４がＰＶモジュールの配列の露出した下側の縁
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部を覆うように構成されることが分かる（図２６にはスカート部材１７４が１つだけ示さ
れている）。スカート部材（複数可）１７４は、ＰＶモジュールの南側の列を覆い隠すの
で完成した光電池配列の見栄えを向上させる。クランプまたは金具が地上からは見えない
。配列の周囲の空気の流れが許容される。例示的な一実施形態では、スカート部材１７４
をアルミニウムから形成してもよい。別の例示的な実施形態では、スカート部材１７４を
適切なポリマーから形成してもよい。
【００８１】
　１つまたは複数のある特定の実施形態に関して本発明を示しかつ説明してきたが、本発
明を多くの異なる形態で具体化できることと、本発明の趣旨および範囲から逸脱すること
なく、多くの他の修正形態および変更形態が可能であることが明らかである。
【００８２】
　支持面取付装置の第２の例示的な実施形態は、図２９では全体として１００’で表され
ている。この図を参照すると、いくつかの点で、第２の例示的な実施形態が支持面取付装
置１００の第１の実施形態と同様であることが分かる。その上、いくつかの要素は、かか
る両実施形態に共通している。簡潔にするために、支持面取付装置の第２の実施形態が第
１の実施形態と共通して有する要素については、それらの構成部品が上で既に説明されて
いるので詳述しない。
【００８３】
　最初に図４３～図４４を参照するに、クランプ組立体１２６’の第２の実施形態が、概
して、上部クランプ部材１０’と、下部クランプ部材２０’と、滑動部材６０’とを含む
ことが分かる。図４３の組立図に最も良く示すように、上部クランプ部材１０’、下部ク
ランプ部材２０’、および滑動部材６０’は、ねじ締結部材３８および支柱ナット７２に
よって互いに接続される。第１の図示の実施形態と同じように、ねじ締結部材３８は、頭
部分が鋸歯状フランジ４０を有するボルトの形態である（図５を参照）。第２の例示的な
実施形態で使用される支柱ナット７２もまた、第１の例示的な実施形態で利用される支柱
ナット７２と同じである。図４４の分解図に示すように、Ｏリング１９６は、ねじ締結部
材３８の軸上に設けられる。Ｏリング１９６は、設置前にクランプ組立体を滑動部材６０
’上に安定させる。
【００８４】
　ここで、図３０を参照しながら、第２の実施形態の上部クランプ部材１０’の構造につ
いて説明する。第１の実施形態に関して上で説明したものと同様に、上部クランプ部材１
０’は、概して、フランジ部分１４ａ、１４ｂの底面に約９０度の角度で取り付けられる
基部部分１２’を含む。この図では、基部部分１２’の一側面が、細長い溝１９’により
各々互いに離間した１対の細長い凸部または歯部１８’を備えることが分かる。以下で説
明するように、１対の細長い凸部または歯部１８’は、下部クランプ部材２０’の直立し
た中央部分２２’の対向する第１の壁部分２４ａ’に配置された細長い凸部または歯部３
０’と嵌合係合する。再び図３０を参照すると、上部クランプ部材１０’のフランジ部分
１４ａ、１４ｂが、ねじ締結部材３８を受け入れるための締結具開口１５と、クランプ組
立体１２６’内に配置されたときに光電池モジュールが当接する背面を形成する下方に突
出する部材１７’とを更に備えることが分かる。また、図３０に示すように、フランジ部
分１４ａ、１４ｂの各々は、その底面に配置された細長い溝１６’を含む。細長い溝１６
’の各々は、光電池モジュールの設置のための統合接地を提供するそれぞれの接合クリッ
プ４２’（図３１を参照）の突起部分４９’を受け入れるように構成される。それぞれの
接合クリップ４２’の突起部分４９’は、プレス嵌めまたは締まり嵌め式の装着形態でそ
のそれぞれの細長い溝１６’に受け入れられる。また、図３０に示すように、クランプ組
立体の上部クランプ部材１０’は、下方に延びる１対のリップ部分３７６、３７８を上部
クランプ部材１０’のフランジ状頂部部分１４ａ、１４ｂの互いに対向する両側に備える
。下方に延びる第１のリップ部分３７６は、１つまたは複数の光電池モジュールがクラン
プ組立体の第１の側に（すなわち、クランプ組立体の、フランジ部分１４ａを備えた側に
枢動可能に内設されることを容易にするために、下方に延びる第２のリップ部分３７８よ
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りも短い）。そのようなものとして、下方に延びるより短いリップ部分３７６は、枢動さ
せる北側のＰＶモジュールの装着を可能にするのに必要な最小限の隙間に干渉しない。
【００８５】
　上部クランプ部材１０’’の第３の例示的な実施形態が図４５および図４６に示されて
いる。上部クランプ部材１０’’の第３の実施形態は、上で解説した上部クランプ部材１
０’の第２の実施形態とあらゆる点において同様である。上部クランプ部材１０’の第２
の実施形態と同じように、図４５および図４６の上部クランプ部材１０’’は、概して、
フランジ部分１４ａ、１４ｂの底面に約９０度の角度で取り付けられる基部部分１２’’
を含む。しかしながら、図４５および図４６では、上部クランプ部材１０’’の基部部分
１２’’の一方側が、第２の実施形態に関して上で説明した１対の細長い凸部または歯部
１８’ではなく、それぞれの細長い溝１９’’により各々互いに離間した３つの細長い凸
部または歯部１８’を備えることが分かる。図３０の上部クランプ部材１０’と同様に、
図４５および図４６の上部クランプ部材１０’’のフランジ部分１４ａ、１４ｂの各々は
、それぞれの接合クリップ（例えば、図３１の接合クリップ４２’または図４７の接合ク
リップ４２’’）を受容するようにフランジ部分１４ａ、１４ｂの底面に配置された細長
い溝１６’’を含む。しかしながら、図３０の上部クランプ部材１０’と異なり、上部ク
ランプ部材１０’’の下方に突出する部材１７’’は、接合クリップ（例えば、図３１の
接合クリップ４２’または図４７の接合クリップ４２’’）の縁部を捕捉して適所に保持
する（図７５を参照）するように、下方に突出する部材１７’’の一方側に形成された溝
１１を追加的に含む。
【００８６】
　光電池モジュールのための統合接地を提供する、接合または接地クリップの追加の実施
形態が、図３１、図４７および図８１にそれぞれ図示されている。上で説明した図７の接
合クリップ４２と同様に、図３１および図４７の接合クリップ４２’、４２’’は各々、
板状本体部分に形成された上方に突出する複数の環状部材４４’および下方に突出する複
数の環状部材４６’を備えた板状本体部分を備える。特に、例示的な実施形態において、
上方に突出する環状部材４４’の各々は、板状本体部分のそれぞれの対向する端部に隣接
して配設され、かつ下方に突出する１対の環状部材４６’は、上方に突出する１対の環状
部材４４’間に配設される。上方に突出する環状部材４４’および下方に突出する環状部
材４６’はまた、概して、接合クリップ４２’、４２’’の板状本体部分に千鳥状の非整
列構成で配設される。接合クリップ４２に関して上で解説したように、上方に突出する部
材４４は、上部クランプ部材１０’のフランジ部分１４ａ、１４ｂの金属製底面を貫通す
るように設計され、その一方で、下方に突出する環状部材４６は、光電池モジュール間に
統合接地を提供するために光電池モジュールの陽極酸化層を貫通するように設計される。
【００８７】
　図３１の接合クリップ４２’を参照すると、突起部分４９が接合クリップ４２’の板状
本体部分に取り付けられることが分かる。接合クリップ４２’の突起部分４９は、接合ク
リップ４２’を適所に保持するために上部クランプ部材１０’、１０’’における細長い
溝１６’、１６’’の選択された１つと係合する。図４７の接合クリップ４２’’もまた
、接合クリップ４２’’の板状本体部分に取り付けられる突起部分４９’を含む。図４７
に示すように、接合クリップ４２’’の突起部分４９’は、各タブ４７、４７’が突起部
分４９’の対向する端部に配置される、離間した１対の折曲げタブ４７、４７’を備える
。タブ４７、４７’の各々は、接合クリップ４２’、４２’’をクランプ組立体１２６’
における適所に保持するために上部クランプ部材１０’、１０’’における細長い溝１６
’、１６’’の選択された１つと係合する。また、接合クリップ４２、４２’、４２’’
と同様に、図８１の接合クリップ４２’’’は、板状本体部分４３に形成された上方に突
出する複数の環状部材４４’および下方に突出する複数の環状部材４６’を備えた板状本
体部分４３を備える。クリップ４２’’’の板状本体部分４３は折り返されない。図３１
および図４７の実施形態と同じように、クリップ４２’’’の上方に突出する環状部材４
４’および下方に突出する環状部材４６’は千鳥構成で配設される。しかしながら、接合
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クリップの前述の実施形態とは異なり、図８１の接合クリップ４２’’’のクリップ取付
部分は、１対のフランジ部材４５を備え、フランジ部材４５の各々は、クリップ本体部分
４３の対向する端部に配置される。接合クリップ４２’’’が対象物（例えば、上部クラ
ンプ部材１０’、１０’’）に設置されたときに、設置者が接合クリップ４２’’’の設
置状態を確認することが可能であるように、１対のフランジ部材４５の各々の頂部部分（
すなわち、フランジ部材４５の頂部の折り目が設置者に見える状態である）。また、有利
には、接合クリップ４２’’’のフランジ部材４５は、クランプ組立体を完全に開く必要
なしにクリップ４２’’’が設置されることを可能にする（つまり、設置者はクランプを
少し開くだけでよい）。１つまたは複数の実施形態では、接合クリップ４２’’’を光電
池モジュール列の北側で使用してもよい。
【００８８】
　次に、図３２に移って、下部クランプ部材２０’の第２の実施形態の構造について解説
する。下部クランプ部材２０に関して上で説明したものと同様に、下部クランプ部材２０
’が、概して、直立した中央部分２２’から外方に延びる第１のレッジ部分２６および第
２のレッジ部分２８を備えた直立した中央部分２２’を含むことが分かる（図３２を参照
）。図３２において、下部クランプ部材２０の直立した中央部分２２が、中央部分２２の
底壁部分に配置された下部締結具開口２１と、中央部分２２の頂壁部分２３’に配置され
た上部締結具開口２５とを備えることが分かる。これらの開口２１、２５の各々は、ねじ
締結部材３８の軸を受け入れる。下部クランプ部材２０の直立した中央部分２２の底壁部
分および頂壁部分２３’は、互いに対向する第１の壁部分２４ａ’および第２の壁部分２
４ｂ’により互いに接続される。図３２に示すように、対向する第１の壁部分２４ａ’は
、それぞれの細長い溝３２により各々互いに離間した（例えば、ほぼ楔形の断面を有する
）複数の細長い凸部または歯部３０’を備える。上で解説したように、対向する第１の壁
部分２４ａ’の細長い歯部３０’は、上部クランプ部材１０’の基部部分１２’の細長い
歯部１８’と係合する。再び図３２を参照すると、対向する第２の壁部分２４ｂ’が、細
長い溝３６’、３７により互いに離間した、上方に傾斜した複数の細長い凸部または歯部
３４’を備えることが分かる。より詳細には、上部の２つの凸部または歯部３４’は、狭
幅の細長い溝３６’により互いに離間しており、同時に、上部の２つの凸部または歯部３
４’は、第２のレッジ部分２８の表面付近に配置された底部の凸部または歯部３４’から
離間している。対向する第２の壁部分２４ｂ’上の上方に傾斜した細長い凸部または歯部
３４’は、風を上方に光電池配列の上に偏向させるためのおよび／または配列の見栄えを
向上させるためのウインドデフレクタおよび／または装着スカートと係合するように構成
される（例えば、図７２を参照）。有利には、上方に傾斜した細長い凸部または歯部３４
’がスカートを適切な高さで入れることを可能にし、スカートがしっかりと固定された時
点で、上向き凸部または歯部３４’が、（例えば、スカートに対して力を加える、ＰＶ配
列における氷膨張に起因した）下部クランプ部材２０’からのねじれによる分離を防ぐ。
下部クランプ部材２０の第１のレッジ部分２６および第２のレッジ部分２８の各々は、そ
の上に載置される光電池モジュールフレーム部材を受容するように構成される。下部クラ
ンプ部材２０の第１の実施形態に関して上で説明したように、下部クランプ部材２０’の
対向する第２のレッジ２８は、下部クランプ部材２０に関して上で解説した機能と同じ機
能を果たすことが可能であるように、鋭角に僅かに上向きに曲がっているかまたは鋭角に
僅かに上向きテーパ状とされる。加えて、図３２に示すように、クランプ組立体の下部ク
ランプ部材２０’は、その底面に配置された複数のリッジ３８０を備える。リッジ３８０
は、設置者によりねじ締結部材３８が締め付けられるときにクランプ組立体の上部クラン
プ部材１０’および下部クランプ部材２０’が滑動部材６０’に対して回転するのを防止
するために下部クランプ部材２０’と滑動部材６０’との摩擦係合を高める（つまり、リ
ッジ３８０が、滑動部材６０’上のクランプ組立体の回転に対する抵抗を高める）ように
構成される。
【００８９】
　例示の実施形態において、下部クランプ部材２０’における歯部または鋸歯部３０’の



(27) JP 2018-511721 A 2018.4.26

10

20

30

40

50

１つまたは複数は、１つまたは複数の光電池モジュールがクランプ組立体の第１の側（例
えば、北側）に枢動可能に内設されるときに１つまたは複数の光電池モジュールの１つま
たは複数の光電池モジュールフレームを受け入れるための上部クランプ部材１０’と下部
クランプ部材２０’との間の最小限の隙間を維持するために、ねじ締結具３８が締め付け
られたときに上部クランプ部材１０’における歯部または鋸歯部１８’の１つまたは複数
に係合するように構成される。例示的な実施形態において、クランプ組立体１０’、２０
’は、３２、３３、３５、４０、４５、および５０ミリメートル（ｍｍ）のＰＶモジュー
ルを受け入れるように設計される。そのようなものとして、例示的な実施形態では、上部
クランプ部材１０’および下部クランプ部材２０’における鋸歯部１８’、３０’が上述
の寸法で係合するように位置決めされる。クランプのねじ締結具３８が締め付けられると
、クランプの下側がモジュール（例えば、クランプの南側）に接触し、かつ歯部に係合す
る上部クランプ部材１０’にトルクが加えられる。このことは、クランプの上側（例えば
、クランプの北側）が開いた状態になることを可能にし、次のモジュールが上方から摺動
し、適所に枢動可能に装着されることを可能にする。
【００９０】
　ＰＶモジュールの設置の際に上部クランプ部材１０’と下部クランプ部材２０’との間
に所定の離間距離を維持するために、クランプ部材１０’と２０’との間に板ばね部材１
８６が設けられる（図４３および図４４を参照）。例示的な実施形態において、板ばね部
材１８６はＺ字状であってもよい。つまり、図４３に最も良く示すように、板ばね部材１
８６は、下部クランプ部材２０’の頂壁部分２３’と上部クランプ部材１０’のフランジ
部分１４ａ、１４ｂの底面との間に配置される。ＰＶ配列におけるＰＶモジュールの設置
の際に、ばね部材１８６は、ＰＶモジュールを２つのクランプ部材１０’と２０’との間
に挿入できるように、上部クランプ部材１０’を下部クランプ部材２０’上の適所に保持
する。ばね部材１８６を使用しなければ、上部クランプ部材１０’のフランジ１４ａ、１
４ｂが、下部クランプ部材２０’のちょうど頂部上に載置される場合が多く、それにより
、２つのクランプ部材１０’、２０’間に挿入することが非常に困難になる。加えて、ク
ランプ組立体１２６’内にばね部材１８６を使用することにより、支柱ナット７２が、基
部に係合し、クランプの圧縮なしにクランプを基部９０’にしっかりと固定するように、
締結部材３８が締め付けられることが可能となる。
【００９１】
　図７３に移って、クランプ組立体１２６’の板ばね部材１８６が、斜めの中央脚部１９
０により互いに接続される、底部脚部分１８８と頂部脚部分１９２とを備えることが分か
る。脚部分１８８、１９０、１９２の各々には、ねじ締結部材３８の軸を受容するように
各脚部分を貫通して配置されるそれぞれの締結具開口１９４が設けられる。板ばね部材１
８６’の代替的な実施形態が図７４に図示されている。ばね部材１８６と同じように、図
７４の板ばね部材１８６’は、斜めの中央脚部１９０’により互いに接続される、底部脚
部分１８８’と頂部脚部分１９２’とを備える。しかしながら、図７４のばね部材１８６
’の脚部分１８８’、１９０’、１９２’の幾何学的形状が、ばね部材１８６の脚部分１
８８、１９０、１９２とは僅かに異なっている（例えば、底部脚部分１８８’および頂部
脚部分１９２’の外端部は、図７３の実施形態の底部脚部分１８８および頂部脚部分１９
２の外端部のように曲がっていない）ことが分かる。また、ばね部材１８６と同様に、図
７４のばね部材１８６’の脚部分１８８、１９０、１９２の各々には、ねじ締結部材３８
の軸を受容するように各脚部分を貫通して配置されるそれぞれの締結具開口１９４’が設
けられる。しかしながら、締結具開口１９４’が、図７３のような円形ではなく、略長円
形であることが分かる。
【００９２】
　図４３に最もよく示すように、下部クランプ部材２０’は、滑動部材６０に関して上で
解説したものと同様に、直立した基部部材９０’上に水平方向と垂直方向の両方向に調節
可能に配置されるように構成される滑動部材６０’よりも上に位置決めされる。図３３を
参照すると、上で説明した滑動部材６０と同じように、クランプ組立体１２６’の滑動部
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材６０’が、頂壁部分６４’と、頂壁部分６４’から下方に延びる互いに対向する第１の
壁部分６６ａ’および第２の壁部分６６ｂ’とを備えた、ほぼ逆コ字状輪郭を備えること
が分かる。頂壁部分６４’は、ねじ締結部材３８の軸を受け入れるように頂壁部分６４’
の中心に配置された締結具開口６２を備える。図３３において、互いに対向する第１の壁
部分６６ａ’および第２の壁部分６６ｂ’の各々の内面が、それぞれの細長い溝７０’に
より互いに離間した１対の細長い凸部または歯部６８’を備えることが分かる。互いに対
向する壁部分６６ａ’、６６ｂ’の各内面上の１対の歯部６８’は、基部部材９０’の互
いに対向する直立した壁部分１０４ａ’、１０４ｂ’上のそれぞれの歯部１１０と係合す
るように設計される。滑動部材６０’は、滑動部材６０’の歯部６８’を基部部材９０’
の歯部１１０と係合させることにより基部部材９０’の頂部上の適所に摺動させてもよい
。水平方向の調節を可能にするために、滑動部材６０’は、基部部材９０’の長さに沿っ
て摺動させることが可能である。そして、垂直方向の調節を可能にするために、滑動部材
６０’は、滑動部材６０’における歯部６８’のある特定の歯部６８’を基部部材９０’
における溝１１２のある特定の溝１１２と、および滑動部材６０’における溝７０’を基
部部材９０’における歯部１１０のある特定の歯部１１０と選択的に係合させることによ
り、基部部材９０’の直立した壁部分１０４ａ’、１０４ｂ’の垂直方向の高さに沿って
調節可能に配置されることが可能である。
【００９３】
　図３３に示すように、滑動部材６０’の互いに対向する第１の壁部分６６ａ’および第
２の壁部分６６ｂ’の外側には、それら壁部分６６ａ’、６６ｂ’に形成される複数のほ
ぼ平行な視覚的インジケータ溝６１（例えば、３つの視覚的インジケータ溝６１）が設け
られる。ＰＶモジュールの設置の際に、視覚的インジケータ溝６１は、クランプ組立体１
２６’を所望の高さに位置決めするための視覚的表示帯として働く（つまり、視覚的イン
ジケータ溝６１は、ＰＶモジュール設置工程において基部部材９０’に対するクランプ組
立体１２６’の所望の高さが設置者によってより容易に得られることを可能にする）。ま
た、再び図３３を参照すると、支持面（例えば、屋根）上でのＰＶモジュール列の整列の
ために使用される白墨線（例えば、紐）を適所に保持するために互いに対向する凸部６３
が滑動部材６０’の頂部に設けられ得ることが分かる。例示的な実施形態では、白墨線（
例えば、紐）が溝６１のうちの最上部の溝に受け入れられてもよく、かつ下部の２つの溝
６１が、直立した基部部材９０’上の滑動部材６０’の高さ（すなわち、溝６１に対応す
る）を示す視覚的補助インジケータとして使用されてもよい。
【００９４】
　ここで、図２９および図３４を参照すると、基部組立体１２８’の第２の例示的な実施
形態が、概して、直立した基部部材９０’と下部水切り部材１１８’とを含むことが分か
る。図３４の組立図に最もよく示すように、直立した基部部材９０’は、ねじ締結部材８
０により下部水切り部材１１８’に接続される。第１の図示の実施形態に関して上で説明
したように、第２の実施形態のねじ締結部材８０は、頭部分８２とねじ付き軸部分とを備
えた構造取付ボルトの形態である（図１６を参照）。例示の実施形態において、各支持面
取付装置１００’は、構造取付ボルト８０によって建物の屋根垂木のそれぞれにしっかり
と固定される（例えば、図２９を参照）。
【００９５】
　ここで、図３５に移って、基部組立体１２８’の直立した基部部材９０’について説明
する。この図に示すように、直立した基部部材９０’は、概して、互いに対向する第１の
基部フランジ部分９４ａおよび第２の基部フランジ部分９４ｂを備えた基部部分と、高棚
部分９８’とを備える。直立した基部部材９０’の第１の実施形態とは異なり、直立した
基部部材９０’の高棚部分９８’は、高棚部分９８’に形成される凹部を全く備えない。
むしろ、高棚部分９８’は、２つの対向する直立した壁部分１０４ａ’、１０４ｂ’間に
延びるほぼ平面状の板である。図３５では、互いに対向する直立した壁部分１０４ａ’、
１０４ｂ’が基部部材９０’の基部部分から上方に延びることが分かる。また、図３５を
参照するに、互いに対向する基部フランジ部分９４ａ、９４ｂの各々が、その長さに沿っ
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て略直線状に配設された複数の締結具開口９６を備えることが分かる。直立した基部部材
９０’を屋根垂木ではなく屋根デッキに直接装着することが望ましい場合に、基部部材９
０’は、締結具開口９６内に配置される締結具を使用して屋根デッキにしっかりと固定さ
れる。基部部材９０’の基部部分は、基部部分を貫通する水切り部材１１８’の隆起部分
１２２’を受容するための中心に配置された開口９２を備える。基部部材９０’の基部部
分の高棚部分９８’は、水切り隆起部分１２２’の頂部環状部分１２５と水切り環状部分
１２５内に配置されるねじ締結部材８０の軸とを受容するように高棚部分９８’を貫通し
て配置された水切り／締結具開口１０２を備える（例えば、図７８の断面図を参照）。図
３５では、互いに対向する直立した第１の壁部分１０４ａおよび第２の壁部分１０４ｂの
各々の外面が、それぞれの細長い溝１１２により各々互いに離間した複数の細長い凸部ま
たは歯部１１０を備えることが分かる。上で説明したように、互いに対向する壁部分１０
４ａ、１０４ｂの各外面上の１組の歯部１１０は、滑動部材６０’の互いに対向する壁部
分６６ａ’、６６ｂ’上のそれぞれの歯部６８’と係合するように設計される。また、図
３５に示すように、基部部材９０’の対向する壁部分１０４ａ’、１０４ｂ’が協働して
、スロット１０６を貫通するねじ締結部材３８の軸を受容する上部の細長いスロット１０
６を画定する。また、互いに対向する壁部分１０４ａ’、１０４ｂ’の各々は、支柱ナッ
ト７２の頂面に配置された細長い溝７６のそれぞれに受け入れられる下方に曲がったリッ
プ部分１０８を備える。図３４に移って、直立した基部部材９０’の底面が、底面に配置
された複数のリッジ３８２を含み得ることが分かる。リッジ３８２は、設置者により基部
締結部材８０が締め付けられたときに直立した基部部材９０’が水切り部材１１８’に対
して回転するのを防止するために、直立した基部部材９０’と水切り部材１１８’との摩
擦係合を高めるように構成される（つまり、リッジ３８２は、水切り部材１１８’に対す
る基部部材９０’の回動を防ぐために、基部部材９０’が水切りに対して締め付けられた
ときに水切り部材１１８’を僅かに変形させる）。また、直立した基部部材９０’の底面
に配置されたリッジ３８２は、追加的に、直立した基部部材９０’が支持面に対して直接
（例えば、デッキに装着される設置において屋根デッキに対して直接）装着されたときに
シーリングテープ（例えば、ブチルテープ）を捕捉して保持するように構成される。再び
図３４を参照すると、直立した基部部材９０’の頂面が、１つまたは複数の光電池モジュ
ールの１つまたは複数の列の設置を容易にするように（例えば、ＰＶモジュール配列にお
ける南側の列の正確な据付を容易にするように）構成された複数の視覚的設置案内マーク
３８４を含み得ること分かる。
【００９６】
　ここで、主に図３７を参照しながら、基部組立体１２８’の水切り部材１１８’につい
て解説する。上で説明した水切り部材１１８と同じように、水切り部材１１８’は、屋根
の雨漏りを防止することにより建物屋根の完全性を維持するのに役立つ。図３７では、水
切り部材１１８’が、概して、ほぼ平面状の本体部分１２０’と、ほぼ平面状の本体部分
１２０’からほぼ垂直方向上方に延びる隆起部分または突起１２２’とを備えることが分
かる。図３７の斜視図に最も良く示すように、隆起部分または突起１２２’は、ほぼ平面
状の本体部分１２０’の中心に対してずらして配置される（つまり、隆起部分または突起
１２２’は、ほぼ平面状の本体部分１２０’の中心点の側方に配置される）。図３７では
、隆起部分または突起１２２’が、構造取付ボルト８０の軸を内部に受け入れるための中
心に配置された締結具開口１２４を含むことが分かる。図３７に示すように、水切り隆起
部分１２２’は、締結具開口１２４に向かって径方向内方に延びるほぼ水平なレッジ部分
１２３と、水切り隆起部分１２２’のレッジ部分１２３から上方に延びる環状カラー部分
１２５とを更に含む。図７８の断面図に示すように、基部部材９０’の高棚部分９８’の
底面は、基部組立体１２８’の組立状態において水切りレッジ部分１２３に隣接して配置
され、その一方で、水切り隆起部分１２２’の直立した環状カラー部分１２５は、建物屋
根の完全性を維持するのに役立つように基部棚部分９８’における水切り／締結具開口１
０２を貫通して延びる。水切り部材１１８に関して上で説明したように、水切り部材１１
８’のほぼ平面状の本体部分１２０’の残り部分よりも上方の凸部または突起１２２’の
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隆起特性は、何らかの降水（すなわち、雨水）が締結具開口１２４を通って建物屋根の構
造に流入するのを実質的に防止する。支持面取付装置１００’の組立状態において、水切
り部材１１８’の開口１２４を通るいかなる雨漏りも更に防止するために、上部シーリン
グワッシャ８４’（図７６～図７８を参照）が水切り部材１１８’の水切り隆起部分１２
２’の環状カラー部分１２５の頂部に設けられる。
【００９７】
　図７８の図示の実施形態において、水切り部材１１８’の隆起部分１２２’の周方向レ
ッジ部分１２３の頂面は、基部組立体の直立した基部部材９０’が水切り部材１１８’に
組み付けられたときに、隆起部分１２２’の頂部環状部分１２５の頂縁が直立した基部部
材９０’の高棚部９８’の頂面よりも実質的に上方に突出しないように、水切り部材１１
８’の隆起部分１２２’の頂部環状部分１２５の高さを調整するように構成される。つま
り、例示的な実施形態において、基部部材９０’が水切り部材１１８’に接触したときに
、頂部環状部分１２５は、高棚部９８’の頂面よりも上方に所定の小さな距離だけ突出す
る。基部部材９０’と水切り部材１１８’との間の境界面は、基部のウェブまたは棚部９
８’よりも上方に突出する水切りの高さを決定し、かつシーリングワッシャ８４’のシー
リング部材８９の過度の圧縮を防止する。水切り部材１１８’の隆起部分１２２’の基部
における大きな湾曲部は、種々の屋根条件に適合するために撓むように設計され、境界面
をシールする均一性を更に高める。
【００９８】
　図７６～図７８を併せて参照するに、上部シーリングワッシャ８４’が、構造取付ボル
ト８０の軸を受容するように上部シーリングワッシャ８４’を貫通して配置された締結具
開口８６を備えることが分かる。屋根を通るいかなる雨漏りも追加的に防止するために、
上部シーリングワッシャ８４’がボルト８０の頭部分８２の底面と基部部材９０’の高棚
部分９８’の頂面との間に配置される。図７６～図７８に示すように、上部シーリングワ
ッシャ８４’は、頂部外側部分８７と、頂部外側部分８７内にかつ頂部外側部分８７の真
下に配置された底部内側部分８９とを備える。例示的な一実施形態では、上部シーリング
ワッシャ８４’の頂部外側部分８７をステンレス鋼から形成してもよく、かつ上部シーリ
ングワッシャ８４’の底部内側部分８９をエチレン－プロピレン－ジエンモノマー（ＥＰ
ＤＭ）などの、適切なプラスチックまたはゴムから形成してもよい。１つまたは複数の実
施形態において、上部シーリングワッシャ８４’は、ボルト８０の締め付けにより圧縮さ
れたときに、ワッシャ８４’のＥＰＤＭ製内側部分８９が水切り環状カラー部分１２５の
外面と基部部材９０’の基部棚部分９８’における水切り／締結具開口１０２の内周壁と
の間の環状隙間に入らないように、ワッシャの圧縮のタイプおよび／または量を制御する
ように構成されるカップワッシャである。つまり、上部シーリングワッシャ８４’の圧縮
は、水切り環状カラー部分１２５の外側壁の周囲をシールするように調整されるが、水切
り環状カラー部分１２５と水切り／締結具開口１０２の内周壁との間の環状隙間に入らず
、これにより、基部組立体１２８’のための有効な防水シールを形成する。
【００９９】
　図７７の例示的な実施形態に最も良く示すように、上部シーリングワッシャ８４’の底
部内側部分８９は、水切り環状カラー部分１２５の頂縁に密着係合するために、かつワッ
シャ８４’のＥＰＤＭ製内側部分８９が水切り部材１１８’（図３７および図７８を参照
）における締結具開口１２４に入るのを防止するために、段付きおよび／または上向きテ
ーパ状底面８５を備え得る。
【０１００】
　有利には、図３４、図３７および図７８に図示する水切り部材１１８’の設計は、水切
り防水性の完全性が維持されるように、水切り部材１１８’の止水シールが屋根面よりも
上方に（すなわち、隆起部分または突起１２２’の頂部に）位置するので優れた防水性を
もたらす。また、水切り部材１１８’をプレス加工により形成してもよいので、その製造
コストが安価である。加えて、水切り部材１１８’の構成は、コンパクトにして出荷する
ために隣り合う水切り部材１１８’を容易に積み重ねることを可能にする。
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【０１０１】
　図３６を参照するに、例示的な実施形態では、基部組立体１２８’には、基部部材９０
’が支持面取付装置１００’の組立状態において水切り部材１１８’の頂部に配置された
ときに水切り隆起部分１２２’のレッジ部分１２３と基部部材９０’の高棚部分９８’の
底面との間に配置される鋸歯状ワッシャ５４’が更に設けられてもよい。鋸歯状ワッシャ
５４’は、基部部材９０’と水切り部材１１８’との間に電流経路を作り出すことにより
基部組立体１２８’を電気的に接地するために使用される。図３６では、鋸歯状ワッシャ
５４’が、外側環状本体部分５６’から径方向内方に延びる斜めに向いた複数の歯部５８
’を備えた外側環状本体部分５６’を含むことが分かる。鋸歯状ワッシャ５４’の斜めに
向いた歯部５８’は、２つの構成部品が互いに電気的に接合されるように２つの構成部品
間に電気的な接地経路を提供するために基部部材９０’および水切り部材１１８’の隣接
面に割り込むように設計される。
【０１０２】
　ここで、図４０～図４２を参照するに、上で説明した結合組立体１３０と同じように、
結合組立体１３０’の第２の例示的な実施形態が、概して、下部結合部材１５０’にしっ
かりと固定された上部結合部材１４０’を含むことが分かる。図４０の組立図に最もよく
示すように、上部結合部材１４０’および下部結合部材１５０’は、１つまたは複数のね
じ締結部材１６８（例えば、２つのねじ締結部材１６８）および１つまたは複数のそれぞ
れの拘束ナット１７０（例えば、２つの拘束ナット１７０、各ねじ締結部材１６８に対し
て１つ）によって互いに接続される。図示の実施形態において、各ねじ締結部材１６８は
、頭部分が鋸歯状フランジを有するボルトの形態である（例えば、図４０を参照）。
【０１０３】
　図４１に移って、上部結合部材１４０’の構造について説明する。この図に示すように
、上部結合部材１４０’は、概して、フランジ部分１４４ａ、１４４ｂの底面に約９０度
の角度で取り付けられる基部部分１４２’を含む。この図では、基部部分１４２’の一側
面が、それぞれの細長い溝１４９’により各々互いに離間した複数の細長い凸部または歯
部１４８’を備えることが分かる。以下で説明するように、複数の細長い凸部または歯部
１４８’は、下部結合部材１５０’の直立した中央部分１５２’の対向する第１の壁部分
１５４ａ’に配置された細長い凸部または歯部１６０’と嵌合係合する。再び図４１を参
照すると、上部結合部材１４０のフランジ部分１４４ａ、１４４ｂが、それぞれのねじ締
結部材１６８を受け入れるための複数の締結具開口１４３、１４５と、結合組立体１３０
内に配置されたときに光電池モジュールが当接する背面を形成する下方に突出する部材１
４７’とを更に備えることが分かる。図４１の例示的な実施形態では、締結具開口１４５
が略円形状を有する一方で、締結具開口１４３の各々が略長円形状を有することが分かる
。また、図４１に示すように、フランジ部分１４４ａ、１４４ｂの各々は、その底面に配
置された細長い溝１４６’を含む。細長い溝１４６’の各々は、光電池モジュールの設置
のための統合接地を提供する接合クリップ４２’、４２’’の１つまたは複数の突起部分
４９、４９’を受け入れるように構成される。各接合クリップ４２’、４２’’の突起部
分４９、４９’は、プレス嵌めまたは締まり嵌め式の装着形態でそのそれぞれの細長い溝
１４６’に受け入れられる。図４１に移って、上部結合部材１４０’のフランジ状部分１
４４ａ、１４４ｂの頂面が、結合装置１３０’内に１つまたは複数の光電池モジュールを
装着する位置的制限（すなわち、ＰＶモジュールに対する装着の位置制限）を表示するた
めの複数の視覚的設置案内マーク３８６を含み得ることが分かる。
【０１０４】
　次に、図４２に移って、下部結合部材１５０’の構造について解説する。この図を参照
するに、下部結合部材１５０’が、概して、直立した中央部分１５２’から外方に延びる
第１のレッジ部分１５６および第２のレッジ部分１５８を備えた直立した中央部分１５２
’を含むことが分かる。図４２では、下部結合部材１５０’の直立した中央部分１５２’
が、中央部分１５２’の底壁部分に配置された離間した下部締結具開口と、中央部分１５
２’の頂壁部分１５３’に配置された離間した上部締結具開口１５５とを備えることが分
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かる。これらの開口の各々は、それぞれのねじ締結部材１６８のそれぞれの軸を受け入れ
る。下部結合部材１５０’の直立した中央部分１５２’の底壁部分および頂壁部分１５３
’は、互いに対向する第１の壁部分１５４ａ’および第２の壁部分１５４ｂ’により互い
に接続される。図４２に示すように、対向する第１の壁部分１５４ａ’は、それぞれの細
長い溝１６２’により各々互いに離間した複数の細長い凸部または歯部１６０’を備える
。上で解説したように、対向する第１の壁部分１５４ａ’の細長い歯部１６０’は、上部
結合部材１４０’の基部部分１４２’の細長い歯部１４８’と係合する。再び図４２を参
照すると、対向する第２の壁部分１５４ｂ’が、上方に傾斜した複数の細長い凸部または
歯部１６４’と、下方に傾斜した１つまたは複数の細長い凸部または歯部１６５と、１つ
または複数の細長いＶ字状凸部または歯部１６７とを備えることが分かる。図４２に示す
ように、凸部または歯部１６４’、１６５、１６７は、細長い溝１６６’により互いに離
間している。下部結合部材１５０’の基部部分１４２’の対向する第２の壁部分１５４ｂ
’上の凸部または歯部１６４’、１６５、１６７は、以下で説明するように、風を上方に
光電池配列の上に偏向させるためのおよび／または配列の見栄えを向上させるためのウイ
ンドデフレクタおよび／または装着スカートと係合するように構成される。下部結合部材
１５０の第１のレッジ部分１５６および第２のレッジ部分１５８の各々は、その上に載置
される光電池モジュールフレーム部材を受容するように構成される。図４２に示すように
、下部結合部材１５０’の凸部または歯部１６４’、１６５、１６７は、設置者によりね
じ締結部材１６８が締め付けられるよりも先に結合装置１３０’がスカート部材１７４’
’と係合した状態にあることが可能であるように、上向きと下向きが交互になるように配
置された複数の嵌合凸部または歯部１６４’、１６５、１６７を含む。例えば、１つまた
は複数の実施形態では、最初に設置者が結合装置１３０’をスカート部材１７４’’上で
摺動させ、摺動させると、結合装置１３０’が適所に留まり、設置者が結合装置１３０’
から手を離すことができる。下部結合部材１５０’の交互に並んだ凸部または歯部１６４
’、１６５、１６７は、結合装置１３０’がスカート部材１７４’’上の適所に留まるこ
とを可能にする。
【０１０５】
　例示の実施形態において、下部結合部材１５０’における歯部または鋸歯部１６０’の
１つまたは複数は、１つまたは複数の光電池モジュールが結合組立体１３０’の第１の側
（例えば、北側）に枢動可能に内設されるときに１つまたは複数の光電池モジュールの１
つまたは複数の光電池モジュールフレームを受け入れるための上部結合部材１４０’と下
部結合部材１５０’との間の最小限の隙間を維持するために、ねじ締結具１６８が締め付
けられたときに上部結合部材１４０’における歯部または鋸歯部１４８’の１つまたは複
数に係合するように構成される。例示的な実施形態において、結合組立体１３０’は、３
２、３３、３５、４０、４５、および５０ミリメートル（ｍｍ）のＰＶモジュールを受け
入れるように設計される。そのようなものとして、例示的な実施形態では、上部結合部材
１４０’および下部結合部材１５０’における鋸歯部１４８’、１６０’が上述の寸法で
係合するように位置決めされる。結合具のねじ締結具１６８が締め付けられると、結合具
の下側がモジュール（例えば、結合具の南側）に接触し、かつ歯部に係合する上部結合部
材１４０’にトルクが加えられる。このことは、結合具の上側（例えば、結合具の北側）
が開いた状態になることを可能にし、次のモジュールが上方から摺動し、適所に枢動可能
に装着されることを可能にする。
【０１０６】
　図３８、図３９および図７２を参照しながら、光電池装着システムの下部スカート部材
１７４’、１７４’’の追加の実施形態について説明する。最初に図７２の端面図を参照
すると、スカート部材１７４’、１７４’’がＰＶモジュールの配列の最も南側の縁部に
位置するように構成されることが分かる。スカート部材１７４’、１７４’’は、離間し
た支持面取付装置１００’により支持される。特に、図７２の端面図に示すように、スカ
ート部材１７４’’は、支持面取付装置１００’のクランプ組立体１２６’の上部クラン
プ部材１０’および下部クランプ部材２０’と係合する。この図に示すように、スカート
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部材１７４’’は、上部クランプ部材１０’によりクランプ係合され、かつ追加的に（例
えば、クランプの南側の）下部クランプ部材２０’の歯部３４’により係合される。図７
２はまた、スカート部材１７４’’を係合させる側とは反対側のクランプ組立体１０’、
２０’の側（例えば、北側）に係合させた光電池モジュール３７４の光電池モジュールフ
レーム３７２を図示している。
【０１０７】
　ここで、図８５を参照しながら、下部結合部材１５０’’の代替案について説明する。
図８５の下部結合部材１５０’’は、上で解説した図４２の下部結合部材１５０’とあら
ゆる点において同様である。しかし、下部結合部材１５０’とは異なり、下部結合部材１
５０’’の第１のレッジ部分１５６’および第２のレッジ部分１５８’には、モジュール
排水機構を組み込んだ１つまたは複数の光電池モジュールから水を排出するためにレッジ
部分に形成されるそれぞれの排水樋部１５７、１５９が設けられる。
【０１０８】
　再び図３９および図７２を参照して、スカート部材１７４’’と下部クランプ部材２０
’との間の係合についてより詳細に解説する。図３９の端面図に示すように、スカート部
材１７４’’の裏側は、下方に向いた複数の凸部または歯部１７６’と、細長い溝または
隙間１７８’、１８４により互いに離間した上方に向いた１つまたは複数の凸部または歯
部１８０とを備える。より詳細には、上部の２つの凸部または歯部１７６’は、狭幅の細
長い溝１７８’により互いに離間しており、同時に、上部の１対の凸部または歯部１７６
’は、幅広の細長い溝または隙間１８４により、上方に向いた凸部または歯部１８０から
離間している。図７２の端面図を参照するに、スカート部材１７４’’の凸部または歯部
１７６’、１８０の少なくともいくつかが下部クランプ部材２０’における凸部または歯
部３４’の少なくともいくつかと嵌合係合することが分かる。凸部または歯部３４’、１
７６’、１８０間のこうした係合は、スカート部材１７４’’がクランプ組立体１２６’
上に確実に支持されることを可能にする。下部結合部材１５０’における凸部または歯部
１６４’は、下部クランプ部材２０’における凸部または歯部３４’の係合とほぼ同じ態
様でスカート部材１７４’’’の凸部または歯部１７６’、１８０と係合する。有利には
、スカート部材１７４’’および下部クランプ部材２０’における凸部または歯部１７６
’、１８０、３４は、それぞれ、スカート組立体１７４’が多くの異なるＰＶモジュール
の高さと一致することが可能であるように、スカート部材１７４’’が下部クランプ部材
２０’に対して種々の高さで装着されることを可能にする。このことは、スカート部材１
７４’’がＰＶモジュールの第１の列を受け入れるためのＰＶ配列の南側の列におけるク
ランプ組立体１２６’および結合組立体１３０’の隙間寸法を設定するので重要である。
【０１０９】
　スカート部材１７４’の別の実施形態が図３８に図示されている。図３８のスカート部
材１７４’は、上で説明した図３９のスカート部材１７４’’と多くの点において同様で
ある。しかしながら、スカート部材１７４’’とは異なり、図３８のスカート部材１７４
’は、スカート部材１７４’の裏側に配置されたＶ字状凸部または歯部１８２を追加的に
備える。この図に示すように、Ｖ字状凸部または歯部１８２は、最底部の下方に向いた凸
部または歯部１７６’と上方に向いた凸部または歯部１８０との間に配置される。図３８
のスカート部材１７４’は、図３９のスカート部材１７４’’が異なる高さのＰＶモジュ
ールで構成されたＰＶ配列と共に使用されるように設計される一方で、特定の高さを有す
るＰＶモジュールを備えるＰＶ配列と共に使用されるように設計される。有利には、下部
クランプ部材２０’における上方に向いた凸部または歯部３４’、およびスカート部材１
７４’、１７４’’における下方に向いた凸部または歯部１７６’は、スカート部材１７
４’、１７４’’を側方からクランプ組立体１２６’に入れることを可能にし、それによ
り、ＰＶ配列の端部からクランプ組立体１２６’内にスカート部材１７４’、１７４’’
を摺動させる必要をなくすことによりＰＶ配列の設置を非常に容易にする。スカート部材
１７４’、１７４’’は、ＰＶ配列の設置の際に簡単に結合組立体１３０内に摺動させる
ことができる。
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【０１１０】
　　ここで、図４８～図７１、図７９および図８０を参照しながら、傾斜屋根用太陽光パ
ネル装着システムの種々の補機について説明する。最初に図４８～図５０に移って、接続
箱ブラケット１９８、１９８’について解説する。ＰＶ配列において、接続箱ブラケット
１９８、１９８’は、ＰＶモジュールの電線が配列の端部で終端する接続箱を保持する。
接続箱ブラケット１９８、１９８’には予め穿孔される孔が設けられてもよく、または自
己穿孔／自己タッピングねじが使用されてもよい。接続箱ブラケット１９８の第１の実施
形態が図４８に示されている。図４８では、接続箱ブラケット１９８が、基部部分２００
と、基部部分２００に対して約９０度の角度で配置されるフランジ部分２０２とを備える
ことが分かる。接続箱ブラケット１９８のフランジ部分２０２は、複数の締結具２１０に
より基部部材９０’に取り付けられる。接続箱ブラケット１９８の設置を容易にするため
に、締結具２１０は、自己穿孔式および／またはセルフタッピング式締結具（すなわち、
自己穿孔／セルフタッピングボルトまたはねじ）であってもよい。
【０１１１】
　接続箱ブラケット１９８の第１の実施形態と同じように、図４９および図５０に図示す
る接続箱ブラケット１９８’の第２の実施形態もまた、基部部分２００’と、基部部分２
００’に対して実質的に９０度に配向されるフランジ部分２０２’とを備える。しかしな
がら、これら２つの図に示すように、接続箱ブラケット１９８’の基部部分２００’には
、接続箱を基部部分２００’に装着するための複数の開口２０４を予め穿孔してもよい。
また、接続箱ブラケット１９８’のフランジ部分２０２’には、接続箱ブラケット１９８
’を基部部材９０’にしっかりと固定するためにフランジ部分２０２’の長さに沿って配
置された複数の開口２０６を予め穿孔してもよい。加えて、図４９に示すように、接続箱
ブラケット１９８’には、接続箱を接続箱ブラケット１９８’に装着するためのおよび／
または接続箱ブラケット１９８’を基部部材９０’に装着するための予め包装された締結
具２０８が提供されてもよい。
【０１１２】
　接続箱ブラケットの第３の実施形態が、図７９および図８０に図示されている。図４８
～図５０の接続箱ブラケット１９８、１９８’とは異なり、図７９および図８０の接続箱
ブラケット３４０は、中央に装着される接続箱ブラケットの形態である。すなわち、接続
箱ブラケット３４０は、基部部材９０’が中央に装着されるように構成される。図７９お
よび図８０では、接続箱ブラケット３４０が、概して、板状基部部分３４２と、第１のフ
ランジ部分３４４と、第１のフランジ部分３４４から離間した第２のフランジ部分３４６
とを備えることが分かる。第１のフランジ部分３４４および第２のフランジ部分３４６は
、接続箱ブラケット３４０の板状基部部分３４２の一方側から延びるとともに、基部部分
９０’の断面部分を受け入れるためのスロットを共に画定する。これらの２つの図に示す
ように、接続箱ブラケット３４０の板状基部部分３４２は、複数の開口３４８と、様々な
異なる接続箱を接続箱ブラケット３４０に取り付けるためにブラケット３４０を貫通して
配置された複数の細長いスロット３５０とを備える。また、接続箱ブラケット３４０の第
１のフランジ部分３４４および第２のフランジ部分３４６には、接続箱ブラケット３４０
を基部部材９０’にしっかりと固定する締結具を受容するためにフランジ部分３４４、３
４６を貫通して配置される複数の開口３５２を予め穿孔してもよい。図７９および図８０
の第２のフランジ部分３４６の水平部分に設けられた開口３５２は、接地ラグを装着する
ために使用してもよい。
【０１１３】
　接続箱ブラケットの第４の実施形態が図８４に図示されている。図７９および図８０の
接続箱ブラケット３４０とは異なり、図８４の接続箱ブラケット３４０’は、ずらして装
着される接続箱ブラケットの形態である。つまり、接続箱ブラケット３４０’の第１のフ
ランジ部分３４４’および第２のフランジ部分３４６’は、基部組立体１２８’の直立し
た基部部材９０’が１つまたは複数の電線の配線を妨げずに接続箱（またはブラケット基
部部分３４２に装着された他の電装補機）への１つまたは複数の電線の接続を容易にする
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ために、ブラケット基部部分３４２の中央位置からブラケット基部部分３４２の幅方向に
ずらされる。
【０１１４】
　次に、図５１～図５６を参照しながら、補機ブラケット２１２について説明する。図５
１の斜視図に示すように、補機ブラケット２１２は、補機（マイクロインバータまたはオ
プティマイザなど）を光電池（ＰＶ）モジュールのアルミフレーム２２６に装着するため
に使用される。補機ブラケット２１２の下側における歯部２１４は、ブラケットをＰＶモ
ジュールのアルミフレーム２２６に電気的に接続する（図５１および図５２を参照）。図
５１、図５２および図５３を併せて参照するに、マイクロインバータ装着板２２４が、ね
じ締結具２１８（例えば、ボルト）と、締結具２１８とねじ係合する拘束ナット２２０と
によって補機ブラケット２１２に取り付けられることが分かる。図５４に示すように、拘
束ナット２２０は、ねじ締結具２１８の軸を受け入れるねじ付き開口２２２を有する。構
成部品の組立の際に、拘束ナット２２０は、補機ブラケット２１２の中心開口２１６に押
し込まれる。図５６では、ねじ締結具２１８には、上で説明したねじ締結具部材３８と同
じように、電気的接地／接合の目的で鋸歯状フランジ２１９を有する頭部分が設けられる
ことが分かる。
【０１１５】
　図５７～図６３に移って、ＰＶ配列装着システムの北側の列の延長組立体２５０につい
て解説する。最初に図５７および図５８を参照するに、北側の列の延長組立体２５０の例
示的な実施形態が、概して、北側の列の延長部材２３０と上端部クランプ部材２５２とを
含むことが分かる。図５７の組立図に最も良く示すように、上端部クランプ部材２５２お
よび北側の列の延長部材２３０は、ねじ締結部材２７０および拘束ナット２２８によって
互いに接続される。上で説明したねじ締結部材３８と同様に、ねじ締結部材２７０は、頭
部分が鋸歯状フランジ２７２を有するボルトの形態である（図６１を参照）。図５９に示
すように、拘束ナット２２８は、ねじ締結具２７０の軸を受け入れるねじ付き開口２２９
を有する。北側の列の延長組立体２５０は、それぞれの支柱ナット７２とねじ係合する１
対のねじ締結部材２６４によってＰＶ配列装着システムの基部部材９０’に取り付く。単
一のねじ締結部材２６４および支柱ナット７２のみよりもむしろ、１対のねじ締結部材２
６４および対応する支柱ナット７２が、追加の安定性をもたらす目的で、北側の列の延長
組立体２５０を基部部材９０’にしっかりと固定するために使用される。端部クランプ用
ねじ締結具２７０と同じように、例示的な実施形態のねじ締結部材２６４は、頭部分が鋸
歯状フランジ２６６を有するボルトの形態である（図６２を参照）。また、図６２に示す
ように、ねじ締結部材２６４の頭部分の頂面には、ねじ締結部材２６４とねじ係合させる
支柱ナット７２の向きを表示するために頂面に形成される視覚的インジケータ線２６８が
設けられる。北側の列の延長組立体２５０は、屋根の先端にまたは先端付近に位置するク
ランプが求められ、かつその位置の屋根上には水切りが設置されることを可能にするのに
十分な屋根板層がないためその位置に水切りを設置することが困難であるかまたは可能で
はない場合に、使用される。結果として、水切り部材１１８’は、屋根の先端から２層下
である屋根板層の下に配置される必要がある。北側の列の延長組立体２５０は、ＰＶモジ
ュール配列の北側の列の縁部をしっかりと固定するための片持ち状装着アームとして動作
する。
【０１１６】
　ここで、主に図６３を参照しながら、北側の列の延長組立体２５０の北側の列の延長部
材２３０の構造について説明する。図６３に示すように、上で説明した滑動部材６０’と
同じように、北側の列の延長部材２３０が、頂壁部分２３６と、頂壁部分２３６から下方
に延びる互いに対向する第１の壁部分２３８および第２の壁部分２４０とを備えた、ほぼ
逆コ字状輪郭を備えることが分かる。頂壁部分２３６は、上で説明した支柱ナット締結部
材２６４を受け入れるように頂壁部分２３６の第１の長手方向端部付近に配置された離間
した複数の締結具開口２３４と、端部クランプ締結具２７０を受け入れるように頂壁部分
２３６の対向する第２の長手方向端部付近に配置された単一の締結具開口２４２とを備え
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る。離間した複数の締結支柱開口２３４は、有利には、支柱ナット締結部材２６４の位置
が調節されることを可能にする。図６３では、互いに対向する第１の壁部分２３８および
第２の壁部分２４０の各々の内面が、それぞれの細長い溝２４６により互いに離間した１
対の細長い凸部または歯部２４４を備えることが分かる。互いに対向する壁部分２３８、
２４０の各内面上の１対の歯部２４４は、基部部材９０’の互いに対向する直立した壁部
分１０４ａ’、１０４ｂ’上のそれぞれの歯部１１０と係合するように設計される。北側
の列の延長部材２３０は、北側の列の延長部材２３０の歯部２４４を基部部材９０’の歯
部１１０と係合させることにより基部部材９０’の頂部上の適所に摺動させてもよい。水
平方向の調節を可能にするために、北側の列の延長部材２３０は、基部部材９０’の長さ
に沿って摺動させることが可能である。そして、垂直方向の調節を可能にするために、北
側の列の延長部材２３０は、北側の列の延長部材２３０における歯部２４４のある特定の
歯部２４４を基部部材９０’における溝１１２のある特定の溝１１２と、および北側の列
の延長部材２３０における溝２４６を基部部材９０’における歯部１１０のある特定の歯
部１１０と選択的に係合させることにより、基部部材９０’の直立した壁部分１０４ａ’
、１０４ｂ’の垂直方向の高さに沿って調節可能に配置されることが可能である。
【０１１７】
　図６３に最も良く示すように、北側の列の延長部材２３０の互いに対向する第１の壁部
分２３８および第２の壁部分２４０の外側には、それらに形成される複数のほぼ平行な視
覚的インジケータ溝２３２（例えば、３つの視覚的インジケータ溝２３２）が設けられる
。ＰＶモジュールの設置の際に、視覚的インジケータ溝２３２は、北側の列の延長部材２
３０を所望の高さに位置決めするための視覚的表示帯として働く（つまり、視覚的インジ
ケータ溝２３２は、ＰＶモジュール設置工程において基部部材９０’に対する北側の列の
延長部材２３０の所望の高さが設置者によってより容易に得られることを可能にする）。
【０１１８】
　次に、図６０に移って、上端部クランプ部材２５２の構造について解説する。上端部ク
ランプ部材２５２は、ＰＶ配列におけるＰＶモジュールの北側の縁部をしっかりと固定す
る。この図に示すように、上端部クランプ部材２５２は、概して、水平フランジ部分２６
０に約９０度の角度で取り付けられる垂直本体部分２５４を含む。この図では、上端部ク
ランプ部材２５２の垂直本体部分２５４が、垂直本体部分２５４に形成された段差２５６
を有することが分かる。再び図６０を参照すると、上端部クランプ部材２５２のフランジ
部分２６０が、ねじ締結部材２７０を受け入れるための締結具開口２５８を更に備えるこ
とが分かる。また、図６０に示すように、フランジ部分２６０は、その底面に配置された
細長い溝２６２を含む。上端部クランプ部材２５２の細長い溝２６２は、光電池モジュー
ルの設置のための統合接地を提供するそれぞれの接合クリップ４２’’（図５８を参照）
の突起部分４９’を受け入れるように構成される。接合クリップ４２’’の突起部分４９
’は、プレス嵌めまたは締まり嵌め式の装着形態で上端部クランプ部材２５２の細長い溝
２６２に受け入れられる。
【０１１９】
　図８２および図８３に移って、ＰＶ配列装着システムの北側の列の延長組立体２５０’
の代替的な実施形態について説明する。図８２および図８３の北側の列の延長組立体２５
０’は、上で解説した北側の列の延長組立体２５０と多くの点において同様である。しか
しながら、図５７の北側の列の延長組立体２５０とは異なり、北側の列の延長組立体２５
０’は、上端部クランプ部材２５２ではなく、上で説明した上部クランプ部材１０および
下部クランプ部材２０’を備えるクランプ組立体を利用する。支持面取付装置１００’に
関して上で説明したものと同様の態様で、クランプ部材１０、２０’は、１つまたは複数
の光電池モジュールを北側の列の延長組立体２５０’にしっかりと固定するために使用さ
れる。再び図８２および図８３に移って、北側の列の延長組立体２５０’の北側の列の延
長部材２３０’は、上で説明した北側の列の延長部材２３０とは僅かに異なることが分か
る。例えば、北側の列の延長部材２３０’は、北側の列の延長部材２３０よりも多くの数
の離間した締結具開口２３４を含み、かつ北側の列の延長部材２３０’は、円形開口２４
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２ではなく、クランプ締結具２７０’を受け入れるための細長いスロット２４２’を含む
。クランプ締結具２７０’には、その先端部に拘束ナット２２８が設けられるのではなく
、クランプ組立体を北側の列の延長部材２３０’にしっかりと固定するための改良された
支柱ナット２２７が設けられる。
【０１２０】
　図５８の分解図を参照すると、北側の列の延長組立体２５０のＯリング部材２４８は、
上端部クランプ部材２５２のフランジ部分２６０と北側の列の延長部材２３０の頂壁部分
２３６との間に所定の離間距離または隙間を維持するために使用される。換言すれば、Ｏ
リング部材２４８は、ＰＶモジュール配列を屋根上に設置する際にＰＶモジュールが上端
部クランプ部材２５２のフランジ部分２６０と北側の列の延長部材２３０の頂壁部分２３
６との間により容易に挿入され得るように、上端部クランプ部材２５２を開いた状態に保
持するために使用される。
【０１２１】
　直立したタイル基部部材２７４の実施形態が図６４に図示されている。図６４の直立し
たタイル基部部材２７４は、ＰＶタイル装着解決手段（タイル交換用ブラケットまたはタ
イル用フックなど）に取り付けられるように構成される。タイル基部部材２７４は、配列
内の任意の位置で使用されることが可能である。図６４を参照すると、直立したタイル基
部部材２７４が、概して、基部部分２７６と、直立したタイル基部部材２７４の基部部分
２７６から上方に延びる互いに対向する１対の第１の直立した壁部分２７８および第２の
直立した壁部分２８０とを備えることが分かる。図６４では、互いに対向する直立した第
１の壁部分２７８および第２の壁部分２８０の各々の外面が、それぞれの細長い溝２８８
により各々互いに離間した複数の細長い凸部または歯部２８６を備えることが分かる。互
いに対向する壁部分の各外面上の１組の歯部２８６は、滑動部材６０’の互いに対向する
壁部分６６ａ’、６６ｂ’上のそれぞれの歯部６８’と係合するように設計される。また
、図６４に示すように、直立したタイル基部部材２７４の対向する壁部分２７８、２８０
が協働して、スロット２８２を貫通するねじ締結部材３８の軸を受容する上部の細長いス
ロット２８２を画定する。また、互いに対向する壁部分２７８、２８０の各々は、支柱ナ
ット７２の頂面に配置された細長い溝７６のそれぞれに受け入れられる下方に曲がったリ
ップ部分２８４を備える。
【０１２２】
　直立したタイル基部部材の代替的な実施形態が図８７に示されている。図８７の直立し
たタイル基部部材２７４’は、上で説明した直立したタイル基部部材２７４とあらゆる点
において同様である。しかしながら、図８７に示すように、直立したタイル基部部材２７
４’は、図６４の基部部材２７４と比較してより長い輪郭長さを有する。
【０１２３】
　図６５～図６７に移って、ＰＶ配列装着システムの南側の列の装着組立体２９０につい
て解説する。最初に図６５および図６６を参照するに、南側の列の装着組立体２９０の例
示的な実施形態が、概して、細長い滑動部材２９２と上端部クランプ部材２５２とを含む
ことが分かる。図６５の組立図および図６６の分解図に最も良く示すように、上端部クラ
ンプ部材２５２および細長い滑動部材２９２は、ねじ締結部材２７０および拘束ナット２
２８によって互いに接続される。南側の列の装着組立体２９０は、支柱ナット７２とねじ
係合するねじ締結部材２６４によってＰＶ配列装着システムの基部部材９０’に取り付く
。二重のクランプ組立体１２６’およびスカート部材１７４’、１７４’’の代わりに南
側の列の装着組立体２９０をＰＶモジュール配列の南側の縁部において使用してもよい。
見栄えの観点から、南側の列の装着組立体２９０をスカート部材１７４’、１７４’’の
代替として使用してもよい。
【０１２４】
　ここで、主に図６７を参照しながら、南側の列の装着組立体２９０の細長い滑動部材２
９２の構造について説明する。図６７に示すように、上で説明した滑動部材６０’と同じ
ように、細長い滑動部材２９２が、頂壁部分２９８と、頂壁部分２９８から下方に延びる
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互いに対向する第１の壁部分３００および第２の壁部分３０２とを備えた、ほぼ逆コ字状
輪郭を備えることが分かる。頂壁部分２３６は、上で説明した支柱ナット締結部材２６４
を受け入れるように頂壁部分２３６の第１の長手方向端部付近に配置された第１の締結具
開口２９６と、端部クランプ締結具２７０を受け入れるように頂壁部分２３６の対向する
第２の長手方向端部付近に配置された第２の締結具開口３０４とを備える。図６７では、
互いに対向する第１の壁部分３００および第２の壁部分３０２の各々の内面が、それぞれ
の細長い溝３０８により互いに離間した１対の細長い凸部または歯部３０６を備えること
が分かる。互いに対向する壁部分３００、３０２の各内面上の１対の歯部３０６は、基部
部材９０’の互いに対向する直立した壁部分１０４ａ’、１０４ｂ’上のそれぞれの歯部
１１０と係合するように設計される。細長い滑動部材２９２は、滑動部材２９２の歯部３
０６を基部部材９０’の歯部１１０と係合させることにより基部部材９０’の頂部上の適
所に摺動させてもよい。水平方向の調節を可能にするために、細長い滑動部材２９２は、
基部部材９０’の長さに沿って摺動させることが可能である。そして、垂直方向の調節を
可能にするために、細長い滑動部材２９２は、細長い滑動部材２９２における歯部３０６
のある特定の歯部３０６を基部部材９０’における溝１１２のある特定の溝１１２と、お
よび細長い滑動部材２９２における溝３０８を基部部材９０’における歯部１１０のある
特定の歯部１１０と選択的に係合させることにより、基部部材９０’の直立した壁部分１
０４ａ’、１０４ｂ’の垂直方向の高さに沿って調節可能に配置されることが可能である
。
【０１２５】
　図６７に最も良く示すように、細長い滑動部材２９２の互いに対向する第１の壁部分３
００および第２の壁部分３０２の外側には、それらに形成される複数のほぼ平行な視覚的
インジケータ溝２９４（例えば、３つの視覚的インジケータ溝２９４）が設けられる。Ｐ
Ｖモジュールの設置の際に、視覚的インジケータ溝２９４は、南側の列の装着組立体２９
０を所望の高さに位置決めするための視覚的表示帯として働く（つまり、視覚的インジケ
ータ溝２９４は、ＰＶモジュール設置工程において基部部材９０’に対する南側の列の装
着組立体２９０の所望の高さが設置者によってより容易に得られることを可能にする）。
南側の列の装着組立体２９０の上端部クランプ部材２５２は北側の列の延長組立体２５０
に関して上で説明したものとほぼ同じであるので、簡潔にするために、南側の列の装着組
立体２９０と併せて上端部クランプ部材２５２について繰り返し説明しない。
【０１２６】
　図６６の分解図を参照すると、南側の列の装着組立体２９０のＯリング部材２４８は、
北側の列の延長組立体２５０に関して上で説明した機能と同じ機能を果たす。つまり、Ｏ
リング部材２４８は、ＰＶモジュール配列を屋根上に設置する際にＰＶモジュールが上端
部クランプ部材２５２のフランジ部分２６０と南側の列の装着組立体２９０の頂壁部分２
９８との間により容易に挿入され得るように、上端部クランプ部材２５２を開いた状態に
保持するために使用される。
【０１２７】
　次に、図６８～図７１を参照して、ＰＶ配列装着システムの南側の列の片側結合組立体
３１０について解説する。上で説明した結合組立体１３０、１３０’と同様に、南側の列
の結合組立体３１０は、概して、下部結合部材３２４にしっかりと固定された上部結合部
材３１２を含む。図６８の組立図に最もよく示すように、上部結合部材３１２および下部
結合部材３２４は、１つまたは複数のねじ締結部材１６８（例えば、２つのねじ締結部材
１６８）および１つまたは複数のそれぞれの拘束ナット１７０（例えば、２つの拘束ナッ
ト１７０、各ねじ締結部材１６８に対して１つ）によって互いに接続される。図示の実施
形態において、各ねじ締結部材１６８は、頭部分が鋸歯状フランジを有するボルトの形態
である（例えば、図６８を参照）。南側の列にスカート部材１７４’、１７４’’を設け
る代わりに南側の列の装着組立体２９０を使用する場合に、南側の列の結合組立体３１０
をＰＶモジュール配列の南側の縁部において使用してもよい。図７０および図７１に示す
ように、上で説明した結合組立体１３０’とは異なり、スカートのない結合組立体３１０
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の上部結合部材３１２および下部結合部材３２４は、これら結合部材に配置される嵌合歯
部または嵌合凸部を全く備えない。
【０１２８】
　図７０に移って、南側の列の結合組立体３１０の上部結合部材３１２の構造について説
明する。この図に示すように、上部結合部材３１２は、概して、約９０度の角度で水平フ
ランジ部分３１６に取り付けられる垂直本体部分３１４を含む。再び図７０を参照すると
、上部結合部材３１２のフランジ部分３１６が、それぞれのねじ締結部材１６８を受け入
れるための複数の締結具開口３１８、３２０を更に備えることが分かる。図７０の例示的
な実施形態では、第２の締結具開口３２０が略円形状を有する一方で、第１の締結具開口
３１８が略長円形状を有することが分かる。また、図７０に示すように、フランジ部分３
１６は、その底面に配置された細長い溝３２２を含む。細長い溝３１６は、光電池モジュ
ールの設置のための統合接地を提供する接合クリップ４２’、４２’’の１つまたは複数
の突起部分４９、４９’を受け入れるように構成される（例えば、図６９を参照）。接合
クリップ４２’、４２’’の突起部分４９、４９’は、プレス嵌めまたは締まり嵌め式の
装着形態で細長い溝３１６に受け入れられる。
【０１２９】
　次に、図７２に移って、南側の列の結合組立体３１０の下部結合部材３２４の構造につ
いて解説する。この図を参照するに、下部結合部材３２４が、概して、直立した部分３２
６の一方側から外方に延びるレッジ部分３３６を備えた直立した部分３２６を含むことが
分かる。図７１では、下部結合部材３２４の直立した部分３２６が、直立した部分３２６
を貫通して配置されたねじ締結具開口３３４を備えることが分かる。これらの開口３３４
の各々は、それぞれのねじ締結部材１６８のそれぞれの軸を受け入れる。下部結合部材３
２４の直立した部分３２６は、頂壁部分３２８と、頂壁部分３２８から下方に延びる互い
に対向する第１の壁部分３３０および第２の壁部分３３２とを更に備える。下部結合部材
３２４のレッジ部分３３６は、その上に載置される光電池モジュールフレーム部材（すな
わち、南側の列のＰＶモジュールのフレーム部材）を受容するように構成される。
【０１３０】
　図６９の分解図を参照すると、南側の列の結合組立体３１０のＯリング部材２４８は、
北側の列の延長組立体２５０および南側の列の装着組立体２９０に関して上で説明した機
能とほぼ同じ機能を果たす。つまり、Ｏリング部材２４８は、ＰＶモジュール配列を屋根
上に設置する際にＰＶモジュールが上部結合部材３１２のフランジ部分３１６と下部結合
部材３２４のレッジ部分３３６との間により容易に挿入され得るように、上部結合部材３
１２を開いた状態に保持するために使用される。
【０１３１】
　ここで、図８６に移って、導管装着部材３６０の例示的な実施形態について説明する。
導管装着部材３６０は、光電池システムの電線用導管を基部組立体１２８’の直立した基
部部材９０’に結合するように構成される。導管装着部材３６０は、光電池システムの導
管を導管装着部材３６０に装着できるように、導管留め具または他の導管保持装置を装着
するように構成される。図８６に示すように、導管装着部材３６０は、（例えば、１つま
たは複数のｔｅｋねじを使用して）導管装着部材３６０を直立した基部部材９０’に取り
付けるための離間した複数の装着開口３６４を備えるほぼ垂直な固定部分３６２を含む。
導管装着部材３６０は、ほぼ垂直な固定部分３６２に接続されたほぼ水平な導管装着部分
３６６を更に備える。導管装着部分３６６は、（例えば、導管留め具を使用して）電線用
導管を導管装着部材３６０に取り付けるための離間した複数の固定開口３６８を備える。
図８６の例示的な実施形態に示すように、導管装着部材３６０は山形鋼フランジの形状に
類似しており、ほぼ垂直な固定部分３６２は、水平な導管装着部分３６６に対してほぼ横
断方向に配置される。
【０１３２】
　図８８に移って、本明細書で説明する構成要素である装着システム構成部品を利用する
例示的な光電池システム４００が図示されている。図８８は、本発明の実施形態による、
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屋根装着型の光電池（ＰＶ）システムまたは配列を図示している。図示の光電池システム
または配列は、建物屋上３７０の形態で装着システムにより勾配支持面または傾斜支持面
に装着された太陽光パネルまたはＰＶモジュール３７４の配列を含む。装着用構成部品の
図示を明確にするために、図８８には、１つの例示的な完全なＰＶモジュール３７４が南
側の列に図示された状態で、完全なモジュール３７４ではなく、主に光電池モジュールフ
レーム３７２が示されている。図８８では、３つの列のＰＶモジュール３７４が例示の目
的で図示されており、最初の２つの列の各々では、各列に３つのＰＶモジュール３７４が
配置されており、第３の列（すなわち、北側の列）では、列に１つのＰＶモジュール３７
４のみが配置されている。図示の装着システムは、光電池モジュールフレーム３７２を建
物屋上３７０にしっかりと固定する複数の支持面取付装置１００’を含む。図８８に図示
するＰＶ配列では、矩形ＰＶモジュール３７４の各々が、横向きに、すなわち、ＰＶモジ
ュールの最長軸線が、典型的には東西方向である短手方向または左右方向に延びる状態で
、配向される。しかしながら、代替的に、支持面取付装置１００’によりＰＶモジュール
を、縦向きに、すなわち、ＰＶモジュールの最長軸線が、典型的には南北方向である前後
方向に延びる状態で、配向できることが注目される。再び図８８を参照するに、図示の装
着システムが、複数のＰＶモジュール３７４を互いに強固に締結する複数の結合装置１３
０’も含むことが分かる。図８８に示すように、結合装置１３０’は、隣り合うＰＶモジ
ュール３７４の角部を互いに接続する。また、スカート部材１７４’’の例示的なセクシ
ョンが、図８８のＰＶ配列の南側の縁部に図示されている。図８８のＰＶ配列の北側の縁
部では、北側の列の延長組立体２５０’が、光電池モジュールフレーム３７２の北側を片
持ち状に支持する状態で示されている。上で解説したように、北側の列の延長組立体２５
０’は、有利には、（例えば、屋根リッジの箇所では屋根板層を緩めることができないの
で）支持面取付装置１００’をＰＶモジュールの北側で受容できない３７０のリッジ／先
端またはリッジ／先端付近における配列にＰＶモジュールの追加の北側の列が設置される
ことを可能にする。再び図８８を参照すると、接続箱ブラケット３４０’が、接続箱また
は光電池システムの他の電装補機を支持するためにＰＶモジュール配列の第２の列におけ
る最も左側のＰＶモジュールの支持面取付装置１００’の直立した基部部材９０’に装着
されることが分かる。
【０１３３】
　上で説明した実施形態および変更形態の特徴または属性のいずれかを、上で説明した実
施形態および変更形態の他の特徴および属性のいずれかと所望通りに組み合わせて使用す
ることができる。
【０１３４】
　その上、例示的な実施形態が本明細書で説明されているが、当業者であれば、上記の例
示的な実施形態が実際には単なる例示的なものであり、特許請求の範囲を限定するものと
決して解釈されるべきではないことを認識するであろう。むしろ、本発明の範囲は、前述
の説明によってではなく、添付の特許請求の範囲およびその均等物によってのみ規定され
る。
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